
 

－目次－ 
 

①度重なる災害への対応・対策  

  １ 地震・豪雨・台風などの自然災害による被害からの早期復旧や防災・減災対策の強化 … １ 

   

②いのちとくらしを守り，安心と豊かさを実感できる社会を実現するために  

  ２ 子ども・子育て支援と教育の充実 … ５ 

  ３ 違法「民泊」の根絶や，宿泊施設の適正な運営及び宿泊観光と市民生活との調和の確保 … ９ 

  ４ 有害鳥獣対策に係る支援制度の充実等 …１１ 

   

③日本全体の地方創生の推進に，京都が積極的な役割を果たすために  

  ５ 文化の力による全国の地方創生，文化芸術の振興に向けた文化庁の機能強化及び全面的な京都移転の推進 …１３ 

  ６ 日本を元気にする文化芸術・スポーツ立国の実現 …１５ 

  ７ 地域の文化を象徴する歴史的建築物（京町家等）の保全及び継承を推進するための税制上の支援等 …１７ 

  ８ 国立京都国際会館における多目的ホールの，５，０００人規模への拡張整備の早期実現 …１９ 

  ９ 京都・近畿の活力あるまちづくりのための，交通利便性の高い市街地に所在する国有地の活用の検討 …２１ 

 １０ 地方の持続的な成長を促進し，将来にわたって活力ある日本社会を維持するための「地方拠点強化税制」（拡充型）の本市全域への優遇対象拡大 …２３ 

  

④安心安全なまちづくりと国土の調和ある発展のために  

 １１ 安心安全なまちづくりのための社会資本整備 …２５ 

 １２ 将来を見据えた広域的な道路ネットワークの構築 …２９ 

 １３ 北陸新幹線(敦賀以西ルート)の大阪までの一日も早い整備と，関西国際空港への延伸の実現 …３１ 

 １４ リニア中央新幹線の東京・大阪間の早期開業，関西国際空港への延伸及び「京都駅ルート」の実現 …３３ 

  

⑤大都市財政の実態を踏まえた財源の確保等  

 １５ 地方交付税の確保や臨時財政対策債の廃止など，大都市財政の実態を踏まえた財源の確保等 …３５ 
   

 



【【【【今夏今夏今夏今夏のののの度重度重度重度重なるなるなるなる自然災害自然災害自然災害自然災害によるによるによるによる被害被害被害被害からのからのからのからの早期復旧早期復旧早期復旧早期復旧・・・・復興復興復興復興にににに向向向向けてけてけてけて】 】 】 】 

 今夏 今夏 今夏 今夏，，，，日本各地日本各地日本各地日本各地でででで大規模大規模大規模大規模なななな自然災害自然災害自然災害自然災害がががが相次相次相次相次ぎぎぎぎ発生発生発生発生しししし，，，，京都市京都市京都市京都市においてもにおいてもにおいてもにおいても，，，，大阪北部地震大阪北部地震大阪北部地震大阪北部地震，，，，７７７７月豪雨月豪雨月豪雨月豪雨，，，，台風台風台風台風２１２１２１２１号号号号

などなどなどなど度重度重度重度重なるなるなるなる自然災害自然災害自然災害自然災害にににに見舞見舞見舞見舞われわれわれわれ，，，，住宅住宅住宅住宅はもとよりはもとよりはもとよりはもとより，，，，道路道路道路道路，，，，社会福祉施設社会福祉施設社会福祉施設社会福祉施設，，，，教育施設教育施設教育施設教育施設，，，，スポーツスポーツスポーツスポーツ施設施設施設施設，，，，文化財文化財文化財文化財，，，，

農作物農作物農作物農作物，，，，森林森林森林森林などになどになどになどに甚大甚大甚大甚大なななな被害被害被害被害をををを受受受受けましたけましたけましたけました。。。。本市本市本市本市ではではではでは，，，，地域団体地域団体地域団体地域団体やややや関係機関関係機関関係機関関係機関とのとのとのとの連携連携連携連携とととと協働協働協働協働によりによりによりにより，，，，被災者被災者被災者被災者のののの

生活再建生活再建生活再建生活再建やややや被害被害被害被害のののの復旧復旧復旧復旧にににに向向向向けてけてけてけて全力全力全力全力でででで取取取取りりりり組組組組んできておりますんできておりますんできておりますんできております。 。 。 。 

 国 国 国 国におかれてはにおかれてはにおかれてはにおかれては，，，，今般今般今般今般のののの一連一連一連一連のののの自然災害自然災害自然災害自然災害によるによるによるによる被害被害被害被害からのからのからのからの復旧復旧復旧復旧・・・・復興復興復興復興にににに向向向向けけけけ，，，，速速速速やかにやかにやかにやかに補正予算補正予算補正予算補正予算のののの編成編成編成編成にににに取取取取りりりり組組組組

まれまれまれまれ，，，，またまたまたまた，，，，集中豪雨集中豪雨集中豪雨集中豪雨やややや台風台風台風台風のののの多発多発多発多発，，，，被害被害被害被害のののの甚大化甚大化甚大化甚大化などなどなどなど，，，，近年近年近年近年のののの急激急激急激急激なななな気象変化気象変化気象変化気象変化をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ，「，「，「，「防災防災防災防災・・・・減災減災減災減災・・・・国土強靭国土強靭国土強靭国土強靭

化化化化のためののためののためののための緊急対策緊急対策緊急対策緊急対策を３を３を３を３年集中年集中年集中年集中でででで講講講講じるじるじるじる」」」」とされておりますとされておりますとされておりますとされております。 。 。 。 

大変心強大変心強大変心強大変心強くくくく存存存存じるとともにじるとともにじるとともにじるとともに，，，，被害被害被害被害からのからのからのからの早期復旧早期復旧早期復旧早期復旧・・・・復興復興復興復興，，，，市民市民市民市民のののの安心安心安心安心・・・・安全安全安全安全のののの確保確保確保確保にににに向向向向けたけたけたけた本市本市本市本市のののの取組取組取組取組にににに対対対対しましましましま

してもしてもしてもしても，，，，特段特段特段特段のののの御支援御支援御支援御支援をおをおをおをお願願願願いいいい申申申申しししし上上上上げますげますげますげます。 。 。 。 

    

【【【【国国国国やややや全国全国全国全国のののの自治体自治体自治体自治体とととと力力力力をををを合合合合わせわせわせわせ，，，，文化文化文化文化でででで地方地方地方地方，，，，日本日本日本日本をををを元気元気元気元気にしにしにしにし，，，，活力活力活力活力あるあるあるある未来未来未来未来をををを創造創造創造創造】 】 】 】 

 本市本市本市本市ではではではでは，，，，あらゆるあらゆるあらゆるあらゆる政策政策政策政策のののの最上位最上位最上位最上位のののの理念理念理念理念としてとしてとしてとして，，，，４０４０４０４０年前年前年前年前にににに「「「「世界文化自由都市世界文化自由都市世界文化自由都市世界文化自由都市」」」」をををを宣言宣言宣言宣言してしてしてして以来以来以来以来，，，，文化文化文化文化をををを基軸基軸基軸基軸

としたとしたとしたとした都市経営都市経営都市経営都市経営をををを推進推進推進推進してまいりましたしてまいりましたしてまいりましたしてまいりました。。。。またまたまたまた，，，，平成平成平成平成１５１５１５１５年年年年からはからはからはからは，，，，歴史都市歴史都市歴史都市歴史都市，，，，文化都市 京都文化都市 京都文化都市 京都文化都市 京都のののの景観景観景観景観，，，，伝統伝統伝統伝統，，，，文化文化文化文化

をををを守守守守りりりり，，，，育育育育てるとともにてるとともにてるとともにてるとともに，，，，新新新新たなたなたなたな時代時代時代時代をををを見据見据見据見据えてえてえてえて創造創造創造創造しししし，，，，活力活力活力活力あるあるあるある日本日本日本日本のののの未来未来未来未来につなげるにつなげるにつなげるにつなげる「「「「国家戦略国家戦略国家戦略国家戦略としてのとしてのとしてのとしての京都京都京都京都

創生創生創生創生」」」」をををを，，，，国国国国のののの御理解御理解御理解御理解とととと協力協力協力協力・・・・連携連携連携連携をををを求求求求めながらめながらめながらめながら，，，，推進推進推進推進してきておりますしてきておりますしてきておりますしてきております。 。 。 。 

 今後 今後 今後 今後もももも，，，，こうしたこうしたこうしたこうした取組取組取組取組のののの成果等成果等成果等成果等をををを生生生生かしながらかしながらかしながらかしながら，，，，文化庁文化庁文化庁文化庁ともともともとも連携連携連携連携しししし，，，，京都京都京都京都はもとよりはもとよりはもとよりはもとより，，，，日本日本日本日本のののの最大最大最大最大のののの強強強強みであるみであるみであるみである

「「「「文化文化文化文化」」」」をををを基軸基軸基軸基軸にあらゆるにあらゆるにあらゆるにあらゆる政策分野政策分野政策分野政策分野をををを融合融合融合融合しししし，，，，文化文化文化文化によるによるによるによる日本日本日本日本のののの地方創生地方創生地方創生地方創生をををを力強力強力強力強くくくく前進前進前進前進させていくためさせていくためさせていくためさせていくため，，，，京都京都京都京都ならならならなら

ではのではのではのではの役割役割役割役割をしっかりとをしっかりとをしっかりとをしっかりと果果果果たしてまいりますたしてまいりますたしてまいりますたしてまいります。 。 。 。 

 同時 同時 同時 同時にににに，，，，本市本市本市本市がががが全国全国全国全国のモデルをのモデルをのモデルをのモデルを示示示示すすすす気概気概気概気概をををを持持持持ってってってって，，，，我我我我がががが国最大国最大国最大国最大のののの危機危機危機危機ともいうべきともいうべきともいうべきともいうべき人口減少人口減少人口減少人口減少をはじめとするあをはじめとするあをはじめとするあをはじめとするあ

らゆるらゆるらゆるらゆる危機危機危機危機をををを克服克服克服克服するするするする「「「「レジリエント・シティレジリエント・シティレジリエント・シティレジリエント・シティ」」」」のののの実現実現実現実現，，，，国連国連国連国連でででで採択採択採択採択されされされされ，，，，国国国国におかれてもにおかれてもにおかれてもにおかれても日本日本日本日本のののの未来未来未来未来をををを創創創創るるるる国国国国

家戦略家戦略家戦略家戦略のののの主軸主軸主軸主軸にににに据据据据えておられるえておられるえておられるえておられる，，，，持続可能持続可能持続可能持続可能なななな社会社会社会社会をををを追及追及追及追及するするするするＳＤＧｓＳＤＧｓＳＤＧｓＳＤＧｓのののの推進推進推進推進にににに取取取取りりりり組組組組んでおりますんでおりますんでおりますんでおります。 。 。 。 

 これらの これらの これらの これらの取組取組取組取組にはにはにはには，，，，本書本書本書本書にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をはじめをはじめをはじめをはじめ，，，，幅広幅広幅広幅広いいいい国国国国のののの御理解御理解御理解御理解とととと御協力御協力御協力御協力がががが不可欠不可欠不可欠不可欠でありでありでありであり，，，，よりよりよりより一層一層一層一層のののの御支御支御支御支

援援援援をををを要望要望要望要望いたしますいたしますいたしますいたします。 。 。 。 



【【【【双京構想双京構想双京構想双京構想のののの実現実現実現実現をををを願願願願ってってってって】】】】 

京都京都京都京都はははは，，，，東京以外東京以外東京以外東京以外にににに全国全国全国全国でででで唯一御所唯一御所唯一御所唯一御所をををを有有有有しししし，，，，千年千年千年千年のののの間間間間，，，，天皇天皇天皇天皇がおがおがおがお住住住住まいになりまいになりまいになりまいになり，，，，宮中文化宮中文化宮中文化宮中文化がががが育育育育まれまれまれまれ，，，，皇位継承皇位継承皇位継承皇位継承のののの

舞台舞台舞台舞台となりとなりとなりとなり，，，，皇室皇室皇室皇室とともにとともにとともにとともに日本日本日本日本のののの歴史歴史歴史歴史・・・・文化文化文化文化をををを紡紡紡紡いできたいできたいできたいできた地地地地でありますでありますでありますであります。。。。私私私私どもはどもはどもはどもは，，，，今後今後今後今後ともともともとも，，，，皇室皇室皇室皇室ゆかりのゆかりのゆかりのゆかりの地地地地とととと

してしてしてして，，，，皇室皇室皇室皇室とともにとともにとともにとともに育育育育まれてきたまれてきたまれてきたまれてきた宮廷文化宮廷文化宮廷文化宮廷文化をはじめをはじめをはじめをはじめ，，，，日本日本日本日本のののの伝統伝統伝統伝統やややや文化文化文化文化をををを守守守守りりりり育育育育てててて，，，，後世後世後世後世にににに伝伝伝伝えていくというえていくというえていくというえていくという役割役割役割役割

をををを果果果果たしていくことができればたしていくことができればたしていくことができればたしていくことができれば，，，，大変光栄大変光栄大変光栄大変光栄であるとであるとであるとであると考考考考えていますえていますえていますえています。 。 。 。 

このためこのためこのためこのため，，，，日本日本日本日本のののの大切大切大切大切なななな皇室皇室皇室皇室のののの弥栄弥栄弥栄弥栄のためにのためにのためにのために，，，，京都京都京都京都にもにもにもにも皇室皇室皇室皇室のののの方方方方におにおにおにお住住住住まいいただきまいいただきまいいただきまいいただき，，，，東京東京東京東京とととと京都京都京都京都がががが，，，，わがわがわがわが国国国国のののの

都都都都としてのとしてのとしてのとしての機能機能機能機能をををを双方双方双方双方でででで果果果果たしていくたしていくたしていくたしていく「「「「双京構想双京構想双京構想双京構想」」」」のののの理念理念理念理念をををを掲掲掲掲げげげげ，，，，皇室皇室皇室皇室のののの方々方々方々方々をおをおをおをお迎迎迎迎えするにふさわしいえするにふさわしいえするにふさわしいえするにふさわしい品格品格品格品格あるあるあるある

まちづくりやまちづくりやまちづくりやまちづくりや機運機運機運機運のののの醸成醸成醸成醸成にににに取取取取りりりり組組組組んでまいりましたんでまいりましたんでまいりましたんでまいりました。 。 。 。 

さらに,さらに,さらに,さらに,日本日本日本日本のののの伝統的伝統的伝統的伝統的なななな文化文化文化文化のののの継承継承継承継承とととと将来的将来的将来的将来的なななな発展発展発展発展のためのためのためのため，，，，皇室皇室皇室皇室ゆかりのゆかりのゆかりのゆかりの京都御所京都御所京都御所京都御所，，，，桂離宮桂離宮桂離宮桂離宮，，，，修学院離宮修学院離宮修学院離宮修学院離宮，，，，元離宮元離宮元離宮元離宮

二条城二条城二条城二条城などをなどをなどをなどを舞台舞台舞台舞台にしてにしてにしてにして，，，，園遊会園遊会園遊会園遊会やおやおやおやお茶会茶会茶会茶会のののの開催開催開催開催とともにとともにとともにとともに，，，，平安以来平安以来平安以来平安以来のののの古式古式古式古式によるによるによるによる五節句五節句五節句五節句などなどなどなど宮中行事宮中行事宮中行事宮中行事のののの復活等復活等復活等復活等がががが

実現実現実現実現できればできればできればできれば，，，，日本全体日本全体日本全体日本全体にとってもにとってもにとってもにとっても大変有意義大変有意義大変有意義大変有意義なことであるとなことであるとなことであるとなことであると存存存存じますじますじますじます。 。 。 。 

またまたまたまた，，，，今上陛下今上陛下今上陛下今上陛下のののの御即位御即位御即位御即位，，，，御即位十年及御即位十年及御即位十年及御即位十年及びびびび御即位二十年御即位二十年御即位二十年御即位二十年のののの際際際際にはにはにはには，，，，京都御所京都御所京都御所京都御所でででで開催開催開催開催されたおされたおされたおされたお茶会茶会茶会茶会におきましてにおきましてにおきましてにおきまして，，，，

近畿地方近畿地方近畿地方近畿地方のののの各界各界各界各界のののの代表等一同代表等一同代表等一同代表等一同でででで奉祝奉祝奉祝奉祝させていただくとともにさせていただくとともにさせていただくとともにさせていただくとともに，，，，日々日々日々日々，，，，国民国民国民国民のののの安寧安寧安寧安寧とととと幸幸幸幸せにせにせにせに御心御心御心御心をおをおをおをお寄寄寄寄せくださるせくださるせくださるせくださる

天皇皇后両陛下天皇皇后両陛下天皇皇后両陛下天皇皇后両陛下のおのおのおのお姿姿姿姿にににに接接接接しししし，，，，皆深皆深皆深皆深くくくく感動感動感動感動いたしましたいたしましたいたしましたいたしました。 。 。 。 

来年来年来年来年にににに御代替御代替御代替御代替わりをわりをわりをわりを控控控控ええええ，，，，長長長長きにきにきにきに渡渡渡渡るるるる御在位御在位御在位御在位のののの間間間間，，，，我我我我がががが国国国国とととと世界世界世界世界のののの平和平和平和平和をををを祈祈祈祈りりりり，，，，国民国民国民国民とととと共共共共にににに歩歩歩歩みをみをみをみを進進進進めてこられためてこられためてこられためてこられた

両陛下両陛下両陛下両陛下にににに対対対対するするするする心心心心からのからのからのからの深深深深いいいい敬意敬意敬意敬意とととと感謝感謝感謝感謝のののの意意意意をををを表表表表したいとしたいとしたいとしたいと存存存存じますじますじますじます。。。。そしてそしてそしてそして，，，，これまでのこれまでのこれまでのこれまでの日本日本日本日本のののの歴史歴史歴史歴史とととと皇室皇室皇室皇室とととと京都京都京都京都

とのとのとのとの関関関関わりをわりをわりをわりを踏踏踏踏まえまえまえまえ，，，，皇太子殿下皇太子殿下皇太子殿下皇太子殿下のののの御即位御即位御即位御即位にににに伴伴伴伴うううう御大礼御大礼御大礼御大礼にににに関関関関するするするする儀式儀式儀式儀式，，，，行事行事行事行事につきましてもにつきましてもにつきましてもにつきましても，，，，京都京都京都京都もももも何何何何らかのらかのらかのらかの形形形形でででで

おおおお役役役役にににに立立立立ちたいとちたいとちたいとちたいと念願念願念願念願しておりますしておりますしておりますしております。 。 。 。 

引引引引きききき続続続続きききき京都府京都府京都府京都府，，，，商工会議所商工会議所商工会議所商工会議所，，，，文化団体等文化団体等文化団体等文化団体等とととと共共共共にににに，，，，皇室皇室皇室皇室のののの弥栄弥栄弥栄弥栄をををを願願願願うううう思思思思いをいをいをいを京都市民京都市民京都市民京都市民，，，，そしてそしてそしてそして全国全国全国全国のののの人々人々人々人々とととと共有共有共有共有

しながらしながらしながらしながら取組取組取組取組をををを重重重重ねてまいりますのでねてまいりますのでねてまいりますのでねてまいりますので，，，，格別格別格別格別のののの御高配御高配御高配御高配をををを賜賜賜賜りますようおりますようおりますようおりますようお願願願願いいいい申申申申しししし上上上上げますげますげますげます。 。 。 。 

                                    京都市長 京都市長 京都市長 京都市長 



１ １ １ １ 地震地震地震地震・・・・豪雨豪雨豪雨豪雨・・・・台風台風台風台風などのなどのなどのなどの自然災害自然災害自然災害自然災害によるによるによるによる被害被害被害被害からの からの からの からの 
  早期復旧  早期復旧  早期復旧  早期復旧やややや防災防災防災防災・・・・減災対策減災対策減災対策減災対策のののの強化 強化 強化 強化 
 

 京都市においては，今夏，地震，豪雨，台風に相次いで襲われ，住宅の浸水，
損壊のほか，農業用施設，文化財，道路，社会福祉施設，教育施設，スポーツ施設の
破損等，市内各所で甚大な被害が発生し，現在も復旧等に向けて，鋭意取り組んで
いるところです。 
 被害からの復旧と今後も想定される自然災害に備え，特に重点的な支援が必要な
事項について次のとおり求めます。 
 

提案・要望事項 
   農林業被害の復旧や，所有者による対応が見込めない私有林等に

おける災害対応に対する支援制度の拡充等 
   文化財等被害の復旧に対する支援制度の拡充 

   暴風に伴う倒木の処理等，災害復旧に対する支援制度の拡充 

   学校施設等の公共施設や，保育所等の民間社会福祉施設における
ブロック塀の改修等に対する支援制度の拡充等 

   局地的な集中豪雨等に備えた総合的な浸水対策の推進 

   被災者生活再建支援法の適用基準の見直し等 
  ・ 同一自然災害における全被災区域での法適用 
  ・ 支援対象被害区分の拡大～全壊・大規模半壊に加えて，半壊・一部損壊まで対象拡大～ 

（内閣府，総務省，文部科学省，文化庁，厚生労働省，農林水産省，林野庁，国土交通省） 

①度重なる災害への対応・対策 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

農林業被害農林業被害農林業被害農林業被害のののの復旧等復旧等復旧等復旧等にににに対対対対するするするする支援制度支援制度支援制度支援制度のののの拡充等拡充等拡充等拡充等    

 台風や局地的豪雨等の自然災害が頻発し，農林業においては，パイプハウスの損壊や，

人工林での計２３０ｈａにも及ぶ極めて大規模な倒木など，これまでに１，２００件を超

える深刻な被害が発生。 

被災された農林家の負担軽減を図り，また，市民の安心・安全を確保する森林の整備・

保全等を着実に推進するため，本市では独自の支援策等を講じているところであるが，被

害からの早期復旧等のためには，国による更なる支援が必要。 

台風２１号により，市内の国指定文化財や，景観上重要な歴史的資産である景観重要建造物等

において，屋根等の破損や倒木など１７０件を超える多くの被害が発生。 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック，ワールドマスターズゲームズ２０２１関西 等の

国際的スポーツイベントの開催により，世界各国から多くのインバウンドが見込まれる中，文化

財等を通して日本の歴史や文化をはじめとする魅力を世界に発信するため，そして，何より新・

文化庁の移転先である京都として，文化財等被害の早期復旧が不可欠である。本市では，重要文

化財の復旧はもとより，市指定文化財等についても，敷地内の倒木処理等の安全対策も含め被害

の早期復旧に努めているところであるが，それには，文化庁はじめ国による更なる支援が必要。 

    

    

    

    

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ① ① ① 国指定文化財国指定文化財国指定文化財国指定文化財，，，，景観重要建造物等景観重要建造物等景観重要建造物等景観重要建造物等のののの災害復旧工事災害復旧工事災害復旧工事災害復旧工事にににに係係係係るるるる補助率補助率補助率補助率のののの拡大 拡大 拡大 拡大 

② ② ② ② 災害復旧工事災害復旧工事災害復旧工事災害復旧工事にににに関関関関してしてしてして，，，，市市市市のののの指定指定指定指定・・・・登録文化財及登録文化財及登録文化財及登録文化財及びこれらにびこれらにびこれらにびこれらに準準準準ずるずるずるずる価値価値価値価値のある のある のある のある 
建物建物建物建物のののの修理等修理等修理等修理等にににに対対対対するするするする補助制度補助制度補助制度補助制度のののの創設 創設 創設 創設 

【参考：国の主な補助】 

○重要文化財修理補助 

補助率５０％（災害復旧２０％加算） 

○景観重要建造物修理補助（街なみ環境整備事業） 

補助率１/３～１/２（災害復旧加算なし） 

など 

※市指定・登録文化財等への災害復旧に対する補

助制度はない。 

文化財等被害文化財等被害文化財等被害文化財等被害のののの復旧復旧復旧復旧にににに対対対対するするするする支援制度支援制度支援制度支援制度のののの拡充拡充拡充拡充    

① ① ① ① 農林業被害農林業被害農林業被害農林業被害のののの復旧復旧復旧復旧にににに係係係係るるるる補助対補助対補助対補助対

象象象象のののの拡充及拡充及拡充及拡充及びびびび十分十分十分十分なななな予算措置 予算措置 予算措置 予算措置 

② ② ② ② 私有林私有林私有林私有林においてにおいてにおいてにおいて，，，，所有者所有者所有者所有者によるによるによるによる

対応対応対応対応がががが見込見込見込見込めずめずめずめず，，，，市町村等市町村等市町村等市町村等がががが行行行行わわわわ

ざるをざるをざるをざるを得得得得ないないないない被害被害被害被害のののの拡大防止措置拡大防止措置拡大防止措置拡大防止措置

にににに係係係係るるるる支援制度支援制度支援制度支援制度のののの拡充 拡充 拡充 拡充 

③ ③ ③ ③ 風倒木処理風倒木処理風倒木処理風倒木処理のののの更更更更なるなるなるなる安全安全安全安全かつかつかつかつ効効効効

果的果的果的果的・・・・効率的効率的効率的効率的なななな手法手法手法手法のののの研究等 研究等 研究等 研究等 

要 望要 望要 望要 望    

要 望要 望要 望要 望    
【参考：国の主な補助】 
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○農地・農業用施設災害復旧事業，林道施設災害復旧事業 

＜対象条件（抄）＞ 
１箇所当たりの事業費が４０万円以上。農業用施設の対象は，
ため池，水路，農道等。 
※営農施設（パイプハウス等）は対象外だが，台風２１号等に係る被害

については，「被災農業者向け経営体育成支援事業」により別途支援 

＜補助率＞ 
農地 50％，農業用施設65％，林道：奥地65％・その他50％ 
※全て基本補助率。事業費に応じて，更に高率の補助が適用 

○環境林整備事業（被害森林整備） 

所有者による対応が見込めない私
有林において，市町村等が所有者と
の協定に基づき行う整備を支援 

＜対象条件（抄）＞ 
１施行地の面積が0.1ha以上。 

＜補助率＞ 
３０％ 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

○ 本年６月１８日の大阪府北部を震源とする地震を機に，ブロック塀の安全性の確保が社会問題化する中，本市では，７月速や

かに，通学路等に面するブロック塀の除却に対する助成制度と点検に係る専門家派遣制度を創設した。 

○ さらに，９月には，補正予算を編成し，保育所や児童養護施設，障害者福祉施設，高齢者福祉施設等の民間社会福祉施設によ

るブロック塀の撤去やフェンス等の設置に係る新たな補助制度を創設したほか，学校や公園等の本市が所管する１，０１４箇所

のブロック塀の総点検の結果を踏まえ，とりわけ危険性が高いブロック塀３１３箇所について，緊急に対応している。 

○ これらの取組には約２５億円を要するうえ，今後の残る危険性のあるブロック塀の対策にも多額の経費を要する見込み。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

倒木処理等倒木処理等倒木処理等倒木処理等のののの災害復旧災害復旧災害復旧災害復旧にににに対対対対するするするする支援制度支援制度支援制度支援制度のののの拡充拡充拡充拡充    

○ 相次ぐ自然災害により，公共施設にも多くの被害が生じ，特に台風２１号では，暴風に伴う倒木により，市民生活に甚大な影響を与える

道路の通行止めや，数万件に及ぶ大規模な停電が発生したところであるが，倒木処理倒木処理倒木処理倒木処理はははは全全全全てててて市市市市のののの単独事業単独事業単独事業単独事業として実施している。また， 

道路道路道路道路・・・・河川河川河川河川・・・・公園等公園等公園等公園等にににに係係係係るるるる小規模小規模小規模小規模（（（（１２０１２０１２０１２０万円未満万円未満万円未満万円未満））））なななな災害復旧災害復旧災害復旧災害復旧やややや街路樹等街路樹等街路樹等街路樹等のののの一部一部一部一部のののの道路付属物道路付属物道路付属物道路付属物のののの撤去撤去撤去撤去・・・・復旧復旧復旧復旧，，，，公共施設公共施設公共施設公共施設のののの修繕等修繕等修繕等修繕等にににに    

要要要要するするするする経費経費経費経費についてはについてはについてはについては，，，，国庫負担国庫負担国庫負担国庫負担のののの対象外対象外対象外対象外となっている。  ※ 市単費事業だけでも，１８億円以上を要する見込み 

○ さらに，公立学校施設の災害復旧事業に係る補助についても，例えば，１００校を超える小中学校等で発生した倒木の処理（１校当たり

５０万円程度を要する見込み）は対象とならないなど，適用条件が厳しい。 

 倒木処理をはじめ，道路・河川・公園や学校施設等の災害復旧

や応急対策について，災害復旧事業災害復旧事業災害復旧事業災害復旧事業にににに係係係係るるるる補助対象補助対象補助対象補助対象のののの拡大拡大拡大拡大やややや補助補助補助補助

対象額対象額対象額対象額のののの引引引引きききき下下下下げげげげ，，，，社会資本整備総合交付金等社会資本整備総合交付金等社会資本整備総合交付金等社会資本整備総合交付金等のののの対象拡大対象拡大対象拡大対象拡大などなどなどなど，，，，

支援制度支援制度支援制度支援制度のののの拡充拡充拡充拡充がががが必要必要必要必要！！！！ 

要 望要 望要 望要 望    道路への倒木の状況 

ブロックブロックブロックブロック塀塀塀塀のののの改修等改修等改修等改修等にににに対対対対するするするする支援制度支援制度支援制度支援制度のののの拡充等拡充等拡充等拡充等    
現状現状現状現状・・・・課題課題課題課題 

① 学校施設，公園等の公共施設や，保育所等の民間社会福祉施設におけるブロック塀の改修等に対する十分十分十分十分なななな財政支援財政支援財政支援財政支援 

② 安全対策の先行実施自治体に対する財政支援財政支援財政支援財政支援のののの遡及適用等遡及適用等遡及適用等遡及適用等    

 ～財政支援に当たっては，発災後，直ちに安全対策を講じた自治体が不利益を被らないよう，国庫補助事業の採択前に緊急的に着手した工事や調査費用等について

も補助対象とするとともに，常時，補助金の協議・受付を行うなどの柔軟な対応や，緊急防災・減災事業債の対象拡充などの地方債措置の充実が必要～ 

要 望要 望要 望要 望 

街路樹の被害の状況 
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局地的局地的局地的局地的なななな集中豪雨集中豪雨集中豪雨集中豪雨等等等等にににに備備備備えたえたえたえた総合的総合的総合的総合的なななな浸水対策浸水対策浸水対策浸水対策のののの推進推進推進推進    

○ ○ ○ ○ 排水機場排水機場排水機場排水機場のののの長寿命化対策長寿命化対策長寿命化対策長寿命化対策やややや，，，，準用河川準用河川準用河川準用河川・・・・普通河川普通河川普通河川普通河川のののの改修改修改修改修にににに対対対対するするするする補助要件補助要件補助要件補助要件のののの緩和 緩和 緩和 緩和 

○○○○    桂川桂川桂川桂川におけるにおけるにおけるにおける治水対策治水対策治水対策治水対策のののの確実確実確実確実なななな進捗進捗進捗進捗とととと景観等景観等景観等景観等にににに配慮配慮配慮配慮したしたしたした対策対策対策対策のののの実施実施実施実施    

 引き続き，桂川における治水対策を確実に進めるとともに，とりわけ，史跡・名勝である嵐山地区では景観等に最大限配慮し，安全と 

文化財保全を両立した治水対策を速やかに実施することが必要 

要 望要 望要 望要 望    

整備中の雨水幹線 浸水被害の状況 

都市基盤河川の改修や雨水幹線等の浸水対策施設の整備といった浸水対策

をスピードアップするため，交付金交付金交付金交付金のののの増額増額増額増額がががが必要不可欠必要不可欠必要不可欠必要不可欠！！！！ 

要 望要 望要 望要 望    

○ ○ ○ ○ 都市基盤河川整備都市基盤河川整備都市基盤河川整備都市基盤河川整備・・・・下水道下水道下水道下水道のののの雨水幹線等雨水幹線等雨水幹線等雨水幹線等のののの浸水対策施設整備浸水対策施設整備浸水対策施設整備浸水対策施設整備にににに対対対対するするするする交付金交付金交付金交付金のののの増額 増額 増額 増額 

① 京都市は１３箇所の内水排除の排水機場を管理しているが，その多く

は建設から３０年以上が経過し，建築物及び機器共に老朽化が激しく，

その対策が喫緊の課題。しかし，国国国国のののの補助制度補助制度補助制度補助制度はははは一級一級一級一級・・・・二級河川二級河川二級河川二級河川にににに係係係係

るるるる排水機場排水機場排水機場排水機場のみがのみがのみがのみが対象対象対象対象となっている。    

② 市民に身近な河川である市管理の準用河川や普通河川の治水安全度

を向上させる必要があるが，準用河川準用河川準用河川準用河川のののの改修事業改修事業改修事業改修事業はははは，，，，４４４４億円未満億円未満億円未満億円未満のののの事業事業事業事業

はははは補助補助補助補助のののの対象外対象外対象外対象外でありでありでありであり，，，，またまたまたまた，，，，普通河川改修普通河川改修普通河川改修普通河川改修はははは対象外対象外対象外対象外となっている。    

種別 細別 管理者 河川数 延長(m) 

一級河川 
(河川法適用) 

直轄河川 国土交通大臣 5  42,179  

指定区間 
(都市基盤河
川改修対象

区間) 

京都府知事 
(工事・維持の代行: 

京都市長) 

53  
(19) 

318,270  
(30,075) 

準用河川 
(河川法適用) 

 
京都市長 31  49,993  

普通河川 
(河川法適用を

受けないもの) 

 
京都市長 291  438,512  

京都市管理分 合計 341  518,580  

合計 380  848,954  

 

① 準用河川等の排水機場についても，一級一級一級一級・・・・二級河川二級河川二級河川二級河川にににに排水排水排水排水するするするする大大大大

規模規模規模規模なななな排水機場排水機場排水機場排水機場をををを対象対象対象対象にににに加加加加えるえるえるえる補助要件補助要件補助要件補助要件のののの緩和緩和緩和緩和がががが必要必要必要必要！！！！    

② 準用河川・普通河川の改修事業に対する，補助要件補助要件補助要件補助要件のののの緩和緩和緩和緩和がががが必要必要必要必要！！！！ 

要 望要 望要 望要 望    

桂川では，平成２５年１８号台風を受けた緊急治水対策として，河道掘削や井堰の撤去等を速やかに実施いただいた結果，一定の水位

低減効果が見られているが，更なる治水対策を推進する必要がある。 

近年多発する大雨や局地的な集中豪雨に対応するため，都市基盤河川都市基盤河川都市基盤河川都市基盤河川のののの改修改修改修改修

やややや市街地市街地市街地市街地におけるにおけるにおけるにおける浸水対策施設整備浸水対策施設整備浸水対策施設整備浸水対策施設整備をこれまでをこれまでをこれまでをこれまで以上以上以上以上にににに推進推進推進推進するするするする必要必要必要必要がある。    
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②いのちとくらしを守り，安心と豊かさを実感できる社会を実現するために 

 
 

 幼児教育・保育の無償化や保育の質の向上，医療的ケア児への支援など，子ども・
子育て支援と学校・幼稚園の教育活動を一層充実させるため，次のとおり求めます。 

 

提案・要望事項 

   国の責任による幼児教育・保育の無償化の円滑な推進 

   質の高い保育と担い手確保のために，京都市独自に改善している
職員配置基準及び職員処遇を踏まえた十分な財政支援 

   医療的ケア児への支援の充実 

   貧困家庭の子ども達への支援のための恒久的かつ十分な財政支援 

   児童虐待防止対策の強化 

   学校における教員の働き方改革に向けた，人員配置の促進に 
   対する財政措置 
  ・ 教員が子どもと向き合う時間を確保するための教職員定数の改善 
  ・ スクール・サポート・スタッフ及び部活動指導員等の配置促進に向けた財政支援 

   学校施設におけるエアコンの老朽化に対応するための，機器更新
等に向けた財政支援 

（内閣府，文部科学省，厚生労働省） 

２ ２ ２ ２ 子子子子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援とととと教育教育教育教育のののの充実 充実 充実 充実 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

運営費 
国・府負担額 

232 億円 
（46.2%） 

運営費 
市法定負担額 

92 億円 
（18.3%） 

国基準保育料 
118 億円 (23.5%) 

保護者負担 
81 億円 
(16.1%) 

市軽減分 
37 億円 
(7.4%) 

国基準による運営費 442 億円（88.0％） 
職員の処遇

改善など， 

京都市独自

の充実分 
60 億円 
(12.0%) 

保護者 
負担

16.1% 

市負担（189億円） 
    37.7% 

総運営費 502 億円 

保育所等保育所等保育所等保育所等のののの運営運営運営運営にににに係係係係るるるる独自独自独自独自のののの充実策充実策充実策充実策へのへのへのへの支援 支援 支援 支援 
 

 

 

  

    

    

 

 

    

  

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

   

   

   

 

 

  

 

 

 

 

 

（保育所における配置基準） 
 0 歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 

国 3:1 6:1 20:1※1 30:1 

市 3:1 5:15:15:15:1※2 6:1 15:115:115:115:1    20:120:120:120:1    25:125:125:125:1    

※１ ３歳児配置改善加算あり（15：１） 
※２ １歳６箇月未満児に係る加配あり（４：１） 

○ 幼児教育幼児教育幼児教育幼児教育・・・・保育保育保育保育のののの無償化無償化無償化無償化にににに必要必要必要必要なななな財源財源財源財源についてはについてはについてはについては，，，，国国国国のののの

責任責任責任責任においてにおいてにおいてにおいて全額国費全額国費全額国費全額国費でででで確保 確保 確保 確保 

○ 利用申込みの増加や保育利用の長時間化など，保育現場保育現場保育現場保育現場

のののの懸念懸念懸念懸念にきめにきめにきめにきめ細細細細かくかくかくかく対応対応対応対応したしたしたした制度設計 制度設計 制度設計 制度設計 

○ 認可外保育施設等認可外保育施設等認可外保育施設等認可外保育施設等についてはについてはについてはについては，，，，子子子子どもたちのどもたちのどもたちのどもたちの安全安全安全安全がががが確保確保確保確保

されることがされることがされることがされることが第一第一第一第一でありでありでありであり，「，「，「，「劣悪劣悪劣悪劣悪なななな施設施設施設施設をををを排除排除排除排除するためするためするためするため」」」」のののの

指導監督基準指導監督基準指導監督基準指導監督基準をををを満満満満たしたたしたたしたたした施設施設施設施設にににに当然限定 当然限定 当然限定 当然限定 

○ 自治体における十分な準備期間を確保するため，制度詳制度詳制度詳制度詳

細細細細のののの早急早急早急早急なななな開示 開示 開示 開示 

保育所の新設・増改築などにより，児童受入枠を拡大し，  

国定義での５５５５年連続待機児童年連続待機児童年連続待機児童年連続待機児童ゼロゼロゼロゼロを達成 

＜無償化の実施に伴い想定される課題＞ 

○ 利用申込みの増加に伴い，待機児童が発生するおそれ 

○ 現在の国と地方の負担割合が維持された場合，地方の
財政負担が増大 

○ 保育利用が長時間化することで，保育現場が疲弊し， 
子どもの育ちにも悪影響となるおそれ 

 

 

○ 指導監督基準を満たさない認可外保育施設等について
も，５年間は無償化の対象とされているが，その間，保育
の質を確保するための基準を満たしていないことに伴う
事故の発生のおそれが高まる 

幼児教育幼児教育幼児教育幼児教育・・・・保育保育保育保育のののの無償化無償化無償化無償化のののの円滑円滑円滑円滑なななな推進 推進 推進 推進 
現状現状現状現状・・・・課題課題課題課題    

要望要望要望要望    

質の高い保育及び保育の担い手確保のため，独自独自独自独自のののの保育士保育士保育士保育士
配置基準配置基準配置基準配置基準によるによるによるによる手厚手厚手厚手厚いいいい配置配置配置配置やややや職員処遇職員処遇職員処遇職員処遇のののの改善改善改善改善 

国基準国基準国基準国基準をををを上回上回上回上回るるるる保

育士配置基準や職

員処遇の改善等に

より保育環境の充

実が実現 

○ 質の高い保育を提供するためには，児童年齢児童年齢児童年齢児童年齢にににに応応応応じたじたじたじた適適適適

切切切切なななな保育所職員配置基準保育所職員配置基準保育所職員配置基準保育所職員配置基準のののの設定設定設定設定がががが必要 必要 必要 必要 

○ 保育の担い手確保のためには，給与水準の底上げなど，国国国国

によるによるによるによる更更更更なるなるなるなる処遇改善処遇改善処遇改善処遇改善のののの実施実施実施実施がががが必要 必要 必要 必要 

 （保育士の処遇改善） 

厳しい財政状況の中，市独自で約 48 億円の公費
を投入し，全国平均の 1.4 倍の給与水準を実現 

要望要望要望要望    

本市では，保育料を利用時間に応じ細分化（8～11 時間の間で

７段階）して設定することで，真に必要な時間の利用を促進 

6



 

City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貧困家庭貧困家庭貧困家庭貧困家庭のののの子子子子どもどもどもども等等等等へのへのへのへの支援支援支援支援のためののためののためののための取組 取組 取組 取組 
 

＜本市の取組＞ 
○ １３３の施策を掲げた「京都市貧困家庭の子ども・青少年対策に関する実施計画」の

策定 
○ 子どもの居場所づくり支援の取組が，より多くの地域で継続的に行われていくよう， 

・ 開設に係る初期費用の一部を補助する制度の創設 
・ 事業の立上げや運営に関する相談支援・現地派遣を行うアドバイザー事業の実施 
・ 運営のノウハウや注意点，事例集等を盛り込んだ冊子の発行 
                        など，きめ細かな支援を実施 

さらに取組を進めていくためには・・・ 
 国において，子どものライフステージに応じた支援制度，施策等をしっかりと進める
とともに，地域の実情に応じたきめ細かな施策の推進が必要 

 貧困対策を着実に推進していくためには，全国的に拡大しつつある子どもの居場所
づくりの取組など，各自治体各自治体各自治体各自治体のののの取組取組取組取組にににに対対対対するするするする恒久的恒久的恒久的恒久的かつかつかつかつ十分十分十分十分なななな財政措置財政措置財政措置財政措置がががが必要 必要 必要 必要 

要望 要望 要望 要望 

医療的医療的医療的医療的ケアケアケアケア児児児児へのへのへのへの支援支援支援支援のののの充実 充実 充実 充実 

○ ニーズに応じた障害児通所施設，保育所
等への看護師配置看護師配置看護師配置看護師配置にににに係係係係るるるる財政支援財政支援財政支援財政支援のののの拡充拡充拡充拡充がががが
必要 必要 必要 必要 

○ 保育利用における指定都市への財政負担
及び利用者負担の改善が必要    

＜障害児通所施設＞ 

○ 医療的ケア児の受入れに必要な看護師等の配

置が，障害児通所施設の設置基準上は必須とさ

れていない。 

○ また，「看護職員加配加算」には，①看護師等

の配置だけでなく，②基準を満たす医療的ケア児

の受入れ実績が条件となっている。    

＜保育所等＞ 

○ 「医療的ケア児保育支援モデル事業」は，子ど

も・子育て支援新制度に基づく財政負担割合（国

1/2，都道府県1/4，市町村1/4）と比べ，指定都

市に過大な負担（国1/2，指定都市1/2）を求める

事業となっている。 

○ また，本市では，医療的ケア児を受け入れる民

間保育所等に対して，看護師の配置に必要な費

用を補助しているが，多くが市の単独予算（30年

度33,000千円）となっている。 

 

 

○ 訪問看護サービスを自宅で利用する場合は医

療保険が適用されるが，保育所等で利用する場

合は適用されないため，保護者の負担増に繋が

る。 

現状現状現状現状・・・・課題課題課題課題    

医療的ケア児保育支援モデル事業 
１自治体当たりの補助単価：7,300千円 

児童虐待防止対策児童虐待防止対策児童虐待防止対策児童虐待防止対策のののの強化 強化 強化 強化 

＜本市の取組＞ 
○ 子どもの安全確保を最優先に，迅速かつ的確に対応するため，児童相談所において，

職員の専門性を高めるとともに，児童福祉司の配置増等，体制を強化 
○ 子育て世帯を広く支援し，虐待を未然に防止するため，区役所・支所において，生後

４箇月までの乳児のいる全ての世帯への訪問指導や乳幼児健診等を行い，身近な地域に
おける切れ目のない支援を実施 

さらに取組を強化するためには・・・ 
○ 虐待通告が増え続けている状況を踏まえ，児童相談所の体制の更なる強化が必要 
○ 地域と連携し，子育て家庭に寄り添える区役所・支所の強みを最大限に生かして子ど

もと子育て家庭を支援するために，区役所・支所の取組や支援体制の強化が必要 

児童虐待から全ての子どもを守っていき，子育て家庭を地域ぐるみで見守り，支
えていくためには，各自治体各自治体各自治体各自治体でのでのでのでの体制強化体制強化体制強化体制強化にににに十分十分十分十分なななな財政支援財政支援財政支援財政支援（（（（地方交付税措置地方交付税措置地方交付税措置地方交付税措置でででで
はなくはなくはなくはなく，，，，実質的実質的実質的実質的なななな補助補助補助補助））））がががが必要 必要 必要 必要 

現状現状現状現状・・・・課題課題課題課題    

現状現状現状現状・・・・課題課題課題課題    

要望 要望 要望 要望 

要望 要望 要望 要望 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

 

本市独自の取組だけでは限界があり，取組の推進には国による更なる
支援が必要 

本市
取組

財政

措置

教育の教育の教育の教育の
充実充実充実充実

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 空調設備の設置から２０年以上が経過

し，老朽化が進行していることから， 

今後，計画的な更新に向けた莫大な費用

が必要になるほか，昨今の猛暑を受け， 

熱中症予防対策として未設置の特別教室

への設置を進める必要がある。 

○ 「学校施設環境改善交付金」は，補助率

が１／３かつ下限額が４００万円であ

り，自治体の負担が大きい。 

○ 補正予算も含め採択時期が明示されて

おらず，教育活動への影響を避けるため，

止むを得ず補助採択前に全額自治体負担

で工事契約せざるを得ない場合がある。 

教員教員教員教員のののの働働働働きききき方改革方改革方改革方改革にににに向向向向けたけたけたけた，，，，人員配置人員配置人員配置人員配置のののの促進促進促進促進にににに対対対対するするするする財政措置財政措置財政措置財政措置    
    

 

効果効果効果効果    

○ 教員が子どもと十分に向き合い授業改善等に取り組む
ことで，質の高い教育を実践 

○ 教員が心身共に健康でいきいきと働くことができる環
境整備 

○ 文部科学省が行った勤務実態調査の結果同様，本市独自の調査でも，小学校で約３割，中学

校で約６割の教員が月８０時間超の時間外勤務を行っており，極めて多忙な状況が見られた。 

○ このため，勤務時間の大半を占める授業や授業準備，部活動（中学校）等における教員の負

担を軽減する必要がある。 

 

○ 教員の配置においては，本市独自予算による小学校２年生での３５人学級・中学校３年生で

の３０人学級の実施をはじめ，スクール・サポート・スタッフや部活動指導員等の配置，小学

校専科教育の非常勤講師の配置拡大など先進的な取組を進めてきた。 

○ また，「学校・幼稚園における働き方改革の推進事業」を新たに実施し，働き方改革をより一

層推進している。 

本市学校現場本市学校現場本市学校現場本市学校現場のののの状況状況状況状況    
 

課題 課題 課題 課題 

本市独自本市独自本市独自本市独自のののの取組 取組 取組 取組 
 

学校・幼稚園に 
おける働き方改革 

推進事業等 

定数改善 
サポートスタッフ
の拡充支援等 

 

○ 教員の一人当たりの授業時数や児童生徒数を減らすた
めの，小・中学校の学級編制の標準の改定も含めた教職員教職員教職員教職員
定数定数定数定数のののの抜本的抜本的抜本的抜本的なななな改善 改善 改善 改善 

○ 教員が本来の仕事に専念できるよう，スクール・サポスクール・サポスクール・サポスクール・サポ
ート・スタッフをート・スタッフをート・スタッフをート・スタッフを全学校園全学校園全学校園全学校園に１に１に１に１人以上人以上人以上人以上（（（（約約約約３００３００３００３００名名名名），），），），部部部部
活動指導員活動指導員活動指導員活動指導員をををを中中中中・・・・高等学校高等学校高等学校高等学校にににに各校各校各校各校１１１１～～～～３３３３人以上人以上人以上人以上（（（（約約約約２０２０２０２０
００００名名名名））））にににに配置拡大配置拡大配置拡大配置拡大 

○ 教員の持ち授業数軽減とそれに伴う授業準備の充実の
ため，小学校専科指導教員小学校専科指導教員小学校専科指導教員小学校専科指導教員のののの配置拡充配置拡充配置拡充配置拡充 

○ 本市では他都市に先行して教育環境の

整備を強く進めており，平成１８年には

政令市で初めて市立小・中学校の全普通

教室の冷房化を実現し，２９年には全校

種で完了している（全国平均は５５．

１％）。 

○ また，音楽室・図書室・コンピュータ室

の冷房化を完了するなど，特別教室につ

いても冷房化を推進している。 

本市学校本市学校本市学校本市学校のののの空調設置状況 空調設置状況 空調設置状況 空調設置状況 
 

課題 課題 課題 課題 

○ 空調設備の更新や，特別教室への新設

のための十分な財政支援 

○ 補助率の引上げなど補助制度の拡充 

○ 補助採択以前の工事契約についても交

付対象とする補助制度の柔軟な運用 

要望 要望 要望 要望 

エアコンエアコンエアコンエアコン更新更新更新更新等等等等にににに係係係係るるるる財政支援財政支援財政支援財政支援    
    

要望 要望 要望 要望 
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②いのちとくらしを守り，安心と豊かさを実感できる社会を実現するために 

３ ３ ３ ３ 違法違法違法違法「「「「民泊民泊民泊民泊」」」」のののの根絶根絶根絶根絶やややや，，，，宿泊施設宿泊施設宿泊施設宿泊施設のののの適正適正適正適正なななな運営及運営及運営及運営及び び び び 

  宿泊観光  宿泊観光  宿泊観光  宿泊観光とととと市民生活市民生活市民生活市民生活とのとのとのとの調和調和調和調和のののの確保 確保 確保 確保 
 

本市では，地域住民と観光客の安全安心及び宿泊観光と市民生活との調和の 
確保を図るため，職員体制を抜本的に強化（４１名の専任職員，その他兼任職員も
多数）するなど，違法「民泊」の根絶や，宿泊施設の適正な運営の確保等に徹底

して取り組んでいます。 
他方で，住宅宿泊事業法の施行後，約半年を経過した今でも，「民泊」仲介

サイトに違法施設が掲載されており，法治国家として由々しき状況です。 

ついては，市民・観光客等全ての方にとって良質な宿泊環境を確保するため，
本市取組への支援に加え，国による取組の徹底等について，次のとおり求めます。 

 

提案・要望事項 

   住宅宿泊仲介業者や住宅宿泊管理業者への指導・監督の徹底 

   法の施行状況を踏まえた，課題の検討，制度の見直し 

   違法「民泊」の根絶や，宿泊施設の適正な運営及び宿泊観光と
市民生活との調和の確保のために新たに生じる財政負担への支援 

（厚生労働省，観光庁） 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ １ １ １ 住宅宿泊仲介業者住宅宿泊仲介業者住宅宿泊仲介業者住宅宿泊仲介業者やややや住宅宿泊管理業者住宅宿泊管理業者住宅宿泊管理業者住宅宿泊管理業者へのへのへのへの指導指導指導指導・・・・監督監督監督監督のののの徹底徹底徹底徹底    

      容易に違法「民泊」が営業できる環境の一掃のため，無許可仲介サイトの取締りを徹底するとともに，仲介サイトへの無許可・無届

施設の掲載削除，施設の所在地や旅館業法及び住宅宿泊事業法上の許可番号・届出番号の確認・掲載を義務付けること。 

      自治体に負担を転嫁することのないよう，民泊制度コールセンターの２４時間対応化など，騒音に係る周辺住民の苦情の際など即応が

必要なものに対して，住宅宿泊管理業者等の迅速・的確な対応を促す体制を早急に整備すること。 

２ ２ ２ ２ 法法法法のののの施行状況施行状況施行状況施行状況をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた，，，，課題課題課題課題のののの検討検討検討検討，，，，制度制度制度制度のののの見直見直見直見直しししし    

        「民泊」を悪用した犯罪が立て続けに発生するなど，「民泊」に対する地域住民の不安は高まっている。住宅宿泊事業法施行後も

地域の実情を踏まえ，「民泊」の適正な運営を確保するため，例えば，更新制の許可制度の導入など法規制の見直しを進めること。 

３ ３ ３ ３ 違法違法違法違法「「「「民泊民泊民泊民泊」」」」のののの根絶根絶根絶根絶やややや，，，，宿泊施設宿泊施設宿泊施設宿泊施設のののの適正適正適正適正なななな運営及運営及運営及運営及びびびび宿泊観光宿泊観光宿泊観光宿泊観光とととと市民生活市民生活市民生活市民生活とのとのとのとの調和調和調和調和のののの確保確保確保確保のためにのためにのためにのために新新新新たにたにたにたに生生生生じるじるじるじる財政負担財政負担財政負担財政負担へのへのへのへの支援支援支援支援    

        宿泊施設の適正な運営の確保を図るための，法に基づく許可申請・届出受付等の体制や，自治体が十分な指導監督機能を発揮するための

体制の構築等の措置に対する財政支援を速やかに実施すること。 

１ １ １ １ 急増急増急増急増するするするする宿泊施設宿泊施設宿泊施設宿泊施設にににに係係係係るるるる本市本市本市本市のののの取組取組取組取組    

        旅館業法における簡易宿所（一部）や住宅宿泊事業法に基づく届出のあった宿泊施設であるいわゆる「民泊」をはじめ，急増する宿泊施設に関

し，本市では，平成２９年度から「民泊」対策の専門チームを設置し，平成３０年４月１日からは４１名の専任職員を配置するなどの体制強化によ

り，違法な「民泊」の根絶や，宿泊施設の適正な運営の確保の取組を充実し，安全安心及び市民生活との調和の実現に向け取り組んでいる。 

        とりわけ，違法「民泊」の根絶に向けては，平成２８年に全国に先駆けて開設した「民泊通報・相談窓口」等に寄せられた通報をもとに，平成 

２８年４月から平成３０年９月末日までに，無許可営業疑いの２，２９６施設に対し，６，９００回を超える現地調査を実施し，１,９００施設を 

営業中止又は営業実態の解消に至らしめた。さらに，京都市「民泊」対策等連絡協議会を設置し，京都府警察と宿泊施設に関する情報共有など連携 

を図る中で，実際に検挙する事例も出てきており，違法「民泊」の根絶に今後とも強力に取り組んでいく。 

    

２ ２ ２ ２ 更更更更なるなるなるなる取組取組取組取組のののの強化強化強化強化にににに向向向向けてけてけてけて    

   住宅宿泊仲介業者に対する指導・監督の徹底 

            観光庁から海外の主要な「民泊」仲介サイトが掲載している４,７２９件の施設について適合性の照合依頼が

あり，本市が把握している情報との突合の結果，違法と判断した施設は３３０件であった。観光庁は，全国から

の照合結果を基に住宅宿泊仲介業者に対し，違法施設の削除等の指導をされているが，本来は住宅宿泊仲介業者

自らが実効性のある手法により適法性を確認したうえで，違法「民泊」の掲載を中止すべきである。 

   地域の実情を踏まえた「民泊」の適正な運営を確保するための法制度の見直し 

            本市では，平成３０年３月に，市内の「民泊」の現状を踏まえ，法的な限界にも挑戦しながら，適正な運営の確保を図るための条例をはじめと

する本市独自ルールを制定・運用しているが，住宅宿泊事業法においては，条例委任されているのは生活環境の悪化防止を目的とした事業の実施

地域と期間の制限に限られていることから，地域の実情を踏まえ，柔軟に運用できるよう制度の見直しが求められる。 

現状現状現状現状・・・・課題 課題 課題 課題 

要 望要 望要 望要 望    

    

「民泊」対策事業（30年度：1.5億円） 

・「民泊通報・相談窓口」の体制強化 

・違法な「民泊」施設の適正化指導の強化 

・「民泊」仲介ウェブサイトの監視強化 

・旅館業法の許可施設に対する監視指導 

の推進 

・住宅宿泊事業法に基づく届出受付等 

体制の構築          など 

＜照合結果＞                  （単位：件） 
【適法】 
許可・届出施設 

【要精査】 
住所等再確認が必要 

【違法】 
無許可・無届出施設 

合 計 

2,685 1,714 330 4,729 
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４ ４ ４ ４ 有害鳥獣対策有害鳥獣対策有害鳥獣対策有害鳥獣対策にににに係係係係るるるる支援制度支援制度支援制度支援制度のののの充実等 充実等 充実等 充実等 
 

農林業や生態系，市民生活や観光客等の安心・安全を脅かす有害鳥獣の抜本的
対策を行うため，次のとおり求めます。 
 

提案・要望事項 

鳥獣被害対策に係る予算の確保・拡充 

   侵入防止柵の設置や，ＩＣＴを活用した遠隔監視システムの導入
等，有害鳥獣の被害防止に係る取組を支援する「鳥獣被害防止総
合支援事業」の十分な予算の確保 

   有害鳥獣の捕獲頭数に応じて活動経費を支援する「鳥獣被害防止
緊急捕獲活動支援事業」において，幼獣の交付金額を成獣並みに
拡充 

野生鳥獣の新たな生息管理手法の確立等 

   科学的根拠に基づいた効果的な対策を実施するため，野生鳥獣の
個体数を把握するための新たな手法や，十分に解明されていない
イノシシの生息動態を把握するための調査方法の確立 

   市民生活や文化財等に被害を及ぼすアライグマ，ハクビシン等の
外来生物の防除の更なる強化 

（農林水産省，環境省） 

②いのちとくらしを守り，安心と豊かさを実感できる社会を実現するために 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

鳥獣被害対策鳥獣被害対策鳥獣被害対策鳥獣被害対策にににに係係係係るるるる予算予算予算予算のののの確保確保確保確保・・・・拡充 拡充 拡充 拡充 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

        
 

 

 

 

 

 

 

○ 鳥獣捕獲従事者の多くは，見回りによる確認が必要な罠で捕獲

を行っており，負担が大きく，効率的な捕獲活動ができていない。 

○ 鳥獣捕獲に係る交付金は，成獣と

比較して幼獣が低額となっており，

将来的な個体数減少に有効な幼獣の

捕獲はわずかしかできていない。 

  本市では独自に奨励金を拡充して

きているところであるが，全国的に，

幼獣の捕獲を強化する必要がある。 

 本市ではこれまでから，シカ，イノシシなどの鳥獣被害対策に鋭意取り組んできているものの，個体数の増加等により，最近では，

農林業被害だけでなく，市街地への出没が相次ぎ，市民生活や観光客等の安心・安全に関わる重大な事態も生じている。 

被害の防止に向けた，鳥獣捕獲に関する喫緊かつ抜本的な対策強化が必要！ 

現状現状現状現状    

① 「鳥獣被害防止総合支援事業」において，侵入防止柵の設

置予算の充実はもとより，ICTを活用した遠隔監視システム

の導入等，効率的効率的効率的効率的なななな捕獲捕獲捕獲捕獲をををを行行行行うためのうためのうためのうための十分十分十分十分なななな予算予算予算予算をををを確保確保確保確保！！！！ 

② 「鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業」において，幼幼幼幼

獣捕獲獣捕獲獣捕獲獣捕獲にににに係係係係るるるる交付金交付金交付金交付金をををを成獣並成獣並成獣並成獣並みにみにみにみに拡充拡充拡充拡充！ ！ ！ ！ 

 

 

「特定鳥獣保護管理計画策定のためのガイドライン」を定め

ている国が率先して， 

① 野生鳥獣野生鳥獣野生鳥獣野生鳥獣のののの個体数個体数個体数個体数をよりをよりをよりをより的確的確的確的確にににに把握把握把握把握するためのするためのするためのするための新新新新たなたなたなたな    

手法手法手法手法をををを確立確立確立確立！！！！ 

② 個体数個体数個体数個体数のののの推移予測推移予測推移予測推移予測をををを可能可能可能可能とするためのとするためのとするためのとするための，，，，イノシシのイノシシのイノシシのイノシシの生息動生息動生息動生息動

態態態態をををを十分十分十分十分にににに解明解明解明解明！！！！ 

課題 課題 課題 課題 

国の掲げる目標『シカ，イノシシの生息数を 

平成３５年度までに半減（２３年度比）』も推進！ 

要 望要 望要 望要 望    

 

野生鳥獣野生鳥獣野生鳥獣野生鳥獣のののの新新新新たなたなたなたな生息管理手法生息管理手法生息管理手法生息管理手法のののの確立確立確立確立 

要 望要 望要 望要 望    

 効果的な鳥獣対策を行うためには，科学的な根拠に基づ

いた，管理計画の策定や捕獲活動の実施が不可欠！ 

現状現状現状現状    

○ 現状の個体数調査は都道府県ごとに行った推定となっ

ており，個体数の的確な把握ができていない。 

○ 特に，イノシシについては，生息動態が十分に解明で

きておらず，個体数の推移予測が困難である。    

課題 課題 課題 課題 

鳥  獣 交付金  鳥  獣 交付金 

シ カ 
成獣 7,000 円  

シ カ 
成獣 7,000 円 

幼獣 1,000 円  幼獣 7,000 円 

イノシシ 
成獣 7,000 円  

イノシシ 
成獣 7,000 円 

幼獣 1,000 円  幼獣 7,000 円 

 

幼獣 
14 頭 
(1％) 
 
 

成獣 
1,329 頭(99％) 

 
 
本市における捕獲交付金（国費）
対象シカ・イノシシ捕獲頭数 

（平成 29 年度） 
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 ③日本全体の地方創生の推進に，京都が積極的な役割を果たすために 

５ ５ ５ ５ 文化文化文化文化のののの力力力力によるによるによるによる全国全国全国全国のののの地方創生地方創生地方創生地方創生，，，，文化芸術文化芸術文化芸術文化芸術のののの振興振興振興振興にににに向向向向けたけたけたけた

文化庁文化庁文化庁文化庁のののの機能強化及機能強化及機能強化及機能強化及びびびび全面的全面的全面的全面的なななな京都移転京都移転京都移転京都移転のののの推進 推進 推進 推進 

    
 文化庁の全面的な京都移転を契機に，文化の力による全国の地方創生，文化芸

術振興を推進し，新たな日本の未来を切り拓くため，次のとおり求めます。 

 

提案・要望事項 

   「新・文化庁」の下で文化を基軸とした国づくりを進めるための，文化庁の
機能・組織体制の更なる強化及び予算の抜本的拡充 

   新たな文化行政を推進し，文化庁の京都移転に対する国民的理解を醸成
するための，文化庁地域文化創生本部の取組の拡充と発信力の強化 

   文化関係独立行政法人（国立文化財機構，国立美術館，日本芸術文化
振興会）の効果的な広報発信・相談機能の京都設置に向けた検討の加速 

（内閣官房，文化庁） 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

     文化庁 文化庁 文化庁 文化庁のののの機能機能機能機能・・・・組織体制組織体制組織体制組織体制のののの更更更更なるなるなるなる強化及強化及強化及強化及びびびび予算予算予算予算のののの抜本的拡充 抜本的拡充 抜本的拡充 抜本的拡充 
     文化庁地域文化創生本部 文化庁地域文化創生本部 文化庁地域文化創生本部 文化庁地域文化創生本部のののの取組取組取組取組のののの拡充拡充拡充拡充とととと発信力発信力発信力発信力のののの強化強化強化強化    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    
  
 

     文化関係独立行政法人 文化関係独立行政法人 文化関係独立行政法人 文化関係独立行政法人（（（（国立文化財機構国立文化財機構国立文化財機構国立文化財機構，，，，国立美術館国立美術館国立美術館国立美術館，，，，日本芸術文化振興会日本芸術文化振興会日本芸術文化振興会日本芸術文化振興会））））のののの
広報発信広報発信広報発信広報発信・・・・相談機能相談機能相談機能相談機能のののの京都設置京都設置京都設置京都設置のののの検討検討検討検討のののの加速 加速 加速 加速 

 

 

平成 28 年 3 月 「政府関係機関移転基本方針」の決定 平成 28 年 3 月 「政府関係機関移転基本方針」の決定 平成 28 年 3 月 「政府関係機関移転基本方針」の決定 平成 28 年 3 月 「政府関係機関移転基本方針」の決定 

 

平成 28 年 4 月～平成 28 年 4 月～平成 28 年 4 月～平成 28 年 4 月～     

 

 

 

 

 

 

平成 31 年度概算要求 1,331 億円（対前年度比 123.5％） 平成 31 年度概算要求 1,331 億円（対前年度比 123.5％） 平成 31 年度概算要求 1,331 億円（対前年度比 123.5％） 平成 31 年度概算要求 1,331 億円（対前年度比 123.5％） 

うち，地域文化創生本部関連 55 億円(対前年度当初比 126％)地域文化創生本部関連 55 億円(対前年度当初比 126％)地域文化創生本部関連 55 億円(対前年度当初比 126％)地域文化創生本部関連 55 億円(対前年度当初比 126％) 
       ※生活文化の振興等の推進について新規要求 

    
文化庁の機能・組織体制の更なる強化及び予算の抜本的拡充！文化庁の機能・組織体制の更なる強化及び予算の抜本的拡充！文化庁の機能・組織体制の更なる強化及び予算の抜本的拡充！文化庁の機能・組織体制の更なる強化及び予算の抜本的拡充！

地域文化創生本部が実施する事業の拡充及び文化庁移転に関する取組の発信力の強化！ 地域文化創生本部が実施する事業の拡充及び文化庁移転に関する取組の発信力の強化！ 地域文化創生本部が実施する事業の拡充及び文化庁移転に関する取組の発信力の強化！ 地域文化創生本部が実施する事業の拡充及び文化庁移転に関する取組の発信力の強化！ 

文化立国の実現に向けた文化政策の更なる推進 

要 望 要 望 要 望 要 望 

諸外国との文化 予算の比較（201７年度）諸外国との文化 予算の比較（201７年度）諸外国との文化 予算の比較（201７年度）諸外国との文化 予算の比較（201７年度）    
日  本：1,043 億円（国家予算の 0.11％） 
フランス：4,851 億円（国家予算の 0.88％） 
韓  国：2,821 億円（国家予算の 1.05%） 

(出典)2017 年度文化庁委託事業「諸外国の文化政策等の比較調査研究事業報告書」 

    

「文化財活用センター」「文化財活用センター」「文化財活用センター」「文化財活用センター」  

事業：文化財に親しむためのコンテンツの開発とモデル事業の推進 

    

○文化芸術基本法 （平成 29 年 6 月施行） ○文化芸術基本法 （平成 29 年 6 月施行） ○文化芸術基本法 （平成 29 年 6 月施行） ○文化芸術基本法 （平成 29 年 6 月施行） 
・文化芸術の振興にとどまらず，観光，まちづくり，国際交流， 

福祉，教育，産業その他の各関連分野における施策を法律の範囲
に取り込む。生活文化に食文化が追加    

○文化庁組織の抜本的改編 （平成３０年１０月） ○文化庁組織の抜本的改編 （平成３０年１０月） ○文化庁組織の抜本的改編 （平成３０年１０月） ○文化庁組織の抜本的改編 （平成３０年１０月） 
・縦割りを超えた開放的・機動的な文化芸術政策集団を形成 

要 望 要 望 要 望 要 望 

文化庁の京都への全面的移転の確実な実行 

文化庁の機能強化を図りつつ，全面的に移転することが決定 

・本庁の京都に長官，次長を置き，規模は文化庁職員の７割 

・場所は現京都府警察本部本館及び新行政棟の一部 
・遅くとも 2021 年度中の移転を目指す 

○京都における文化庁の受入環境の整備 ○京都における文化庁の受入環境の整備 ○京都における文化庁の受入環境の整備 ○京都における文化庁の受入環境の整備 

・先行移転の地域文化創生本部への協力 ・先行移転の地域文化創生本部への協力 ・先行移転の地域文化創生本部への協力 ・先行移転の地域文化創生本部への協力 

・本格移転先庁舎の設計に着手済 ・本格移転先庁舎の設計に着手済 ・本格移転先庁舎の設計に着手済 ・本格移転先庁舎の設計に着手済 

⇒本市も京都府とともに対等に責任を果たす ⇒本市も京都府とともに対等に責任を果たす ⇒本市も京都府とともに対等に責任を果たす ⇒本市も京都府とともに対等に責任を果たす 

・地元経済界からの支援を含め，継続的な連携・協力・地元経済界からの支援を含め，継続的な連携・協力・地元経済界からの支援を含め，継続的な連携・協力・地元経済界からの支援を含め，継続的な連携・協力 
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 ③日本全体の地方創生の推進に，京都が積極的な役割を果たすために 

６ ６ ６ ６ 日本日本日本日本をををを元気元気元気元気にするにするにするにする文化芸術文化芸術文化芸術文化芸術・スポーツ・スポーツ・スポーツ・スポーツ立国立国立国立国のののの実現 実現 実現 実現 
 
 日本の文化力の更なる向上と世界への発信，健康長寿・生涯スポーツ社会の
実現やスポーツツーリズムによる地域活性化の促進等を図るため，次のとおり
求めます。 
 

提案・要望事項 

   日本人の美意識・価値観を国内外にアピールする「日本博２０２０（仮称）」の
京都での展開及び京都をはじめとする各地域との連携 

   「ワールドマスターズゲームズ２０２１関西」の国家的プロジェクトとしての 
位置付け及び財政支援 

   大阪・関西における２０２５年国際博覧会の開催・成功に向けた活動の強化 

   「京都文化力プロジェクト２０１６-２０２０」等の，文化芸術の国内外への発信や，
文化芸術振興と経済成長の好循環の確立（文化と経済の融合）のための
取組への連携・支援の強化 

   日本のマンガ文化の総合拠点「京都国際マンガミュージアム」の「MANGA 
ナショナル・センター（仮称）」としての位置付け 

（内閣官房，総務省，スポーツ庁，文化庁，経済産業省） 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○○○「「「「ワールドマスターズゲームズ２０２１ワールドマスターズゲームズ２０２１ワールドマスターズゲームズ２０２１ワールドマスターズゲームズ２０２１関西関西関西関西」」」」のののの国家的国家的国家的国家的プロジェクトとしてのプロジェクトとしてのプロジェクトとしてのプロジェクトとしての位置付位置付位置付位置付けけけけ等 等 等 等 
 2019 

 東京だけでなく，文化首都・京都からも MANGA を世界に発信し，
MANGA 文化で日本全体を元気に。 

 現在，「マンガ・アニメ・ゲームに関する議員連盟」を中心

に，マンガ・アニメ・ゲーム（MANGA）に関する 

「①資料の蓄積」，「②人財の育成や産業振興」， 

「③点在する関連施設の連携拠点としての国際的な情報発信

と人の交流の促進」を目指す拠点「MANGA ナショナル・センタ

ー（仮称）」の整備が検討されている。 

 施設の立地については，センターのハブ（軸）としての  

機能を東京に，資料収蔵を主とする機能を地方に分散設置す

ることが検討されている。 

○○○○「「「「京都国際京都国際京都国際京都国際マンガミュージアムマンガミュージアムマンガミュージアムマンガミュージアム」」」」のののの「「「「MANGAナショナル・センターMANGAナショナル・センターMANGAナショナル・センターMANGAナショナル・センター（（（（仮称仮称仮称仮称）」）」）」）」としてのとしてのとしてのとしての位置付位置付位置付位置付けけけけ
 

① 大会の成功に向けて，国家国家国家国家

的的的的プロジェクトへのプロジェクトへのプロジェクトへのプロジェクトへの位置付位置付位置付位置付

けけけけを！ 

② ラグビーワールドカップや

東京オリンピック・パラリン

ピックとの一体的一体的一体的一体的なななな広報活広報活広報活広報活

動動動動などなどなどなど，，，，機運醸成機運醸成機運醸成機運醸成にににに向向向向けたけたけたけた

取組取組取組取組の推進を！ 

③ 全国自治宝くじの活用等，

財政支援財政支援財政支援財政支援を！ 

① ① ① ① 京都国際京都国際京都国際京都国際マンガミュージアム マンガミュージアム マンガミュージアム マンガミュージアム 
        出版社や国会図書館にも保存されていない希少なバックナンバー等， 
 約３０万点を収蔵。年間約３０万人が来場。 
② ② ② ② 特色特色特色特色あるコンテンツあるコンテンツあるコンテンツあるコンテンツ企業 企業 企業 企業 
  映画撮影所，世界的なゲーム関連企業など，特色ある企業が存在。 
③ コンテンツ③ コンテンツ③ コンテンツ③ コンテンツ系系系系のののの教育機関 教育機関 教育機関 教育機関 
  ３８の大学・短期大学が集積し，全学生に占める芸術系学部生の割合が 
 全国平均の約２倍（京都市５．１％ 全国２．７％） 
  （マンガ・アニメ＝京都精華大学等，ゲーム＝立命館大学等） 
④ ④ ④ ④ 官民一体官民一体官民一体官民一体となったとなったとなったとなった取組例 取組例 取組例 取組例 
  京都国際マンガ・アニメフェア，KYOTO CMEX（京都シーメックス）等 

ラグビー 
ワールドカップ 

東京オリンピック 
・パラリンピック 

効果 

ワールドマスターズ 
।ーズ 2021 ঢ়ਧ 

現状 

日本博(仮称) 

 

2020 2021 

要 望 

コンテンツ分野における京都の強み 

「「「「京都国際京都国際京都国際京都国際マンガミュージアムマンガミュージアムマンガミュージアムマンガミュージアム」」」」についてもについてもについてもについても，，，，センターのセンターのセンターのセンターの
ハブとしてのハブとしてのハブとしてのハブとしての位置付位置付位置付位置付けをけをけをけを！ ！ ！ ！ 

要望 

○ ２０２１年５月，京都市内での開会式を皮切りに関西一円を舞台として開催。 

○ 概ね３０歳以上であれば誰でも参加でき，国内外から５万人の参加者を見込む，アジア初開催となる

世界最大級の生涯スポーツの祭典。 

○ その成果は日本国内に止まらず，その成功はスポーツ立国，文化芸術立国，観光立国を目指す我が国

にとって大きな意義。 

○ ２０１９年のラグビーワールドカップ，２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック開催と併せ

て，スポーツムーブメントの具現化や生涯スポーツ社会の実現に向け絶好の機会。 

 ◇ 開催期間：２０２１年５月１４日～３０日 １７日間  ◇ 競技数：３５競技５９種目 

 ◇ 京都市開催：開会式，陸上（トラック＆フィールド），バドミントン，スカッシュ，空手道 
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 ③日本全体の地方創生の推進に，京都が積極的な役割を果たすために 

７ ７ ７ ７ 地域地域地域地域のののの文化文化文化文化をををを象徴象徴象徴象徴するするするする歴史的建築物歴史的建築物歴史的建築物歴史的建築物（（（（京町家等京町家等京町家等京町家等））））の の の の 

  保全及  保全及  保全及  保全及びびびび継承継承継承継承をををを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための税制上税制上税制上税制上のののの支援等 支援等 支援等 支援等 
 

 地域の文化を象徴する歴史的建築物（京町家等）の保全・継承は，文化や地域
の振興，また，観光振興の観点から全国的に重要な課題となっています。 
＊本市の京町家については毎年約 1.7％滅失。21 年度 47,735 軒⇒28 年度 40,164 軒 
 本市では，平成 12 年に京町家再生プランを策定して以降，改修助成，相談体制の
構築，保全・継承の担い手の育成のほか，建築基準法適用除外のための条例を全国に
先駆けて制定しています。これらに加え，平成 29 年 11 月に取り壊しに関する事前
届出の義務化を含む新たな条例を制定し，京町家の所有者の負担軽減のための支援
策や事業者・市民団体等と連携した保全・継承を推進しております。 
京町家をはじめとする歴史的建築物の滅失の歯止めを実効あるものとするためには，

これらに加え，国の制度改善が必要であるため，次のとおり求めます。 
 

提案・要望事項 

  地域の文化を象徴する歴史的建築物（京町家等）に係る，相続税の 
  軽減措置の拡充等 

  地域の文化を象徴する歴史的建築物(京町家等)の増改築等の円滑化を 
  図るための建築基準法における制度改善及び防火仕様の告示化等 

（文化庁，国土交通省）
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

地域地域地域地域のののの文化文化文化文化をををを象徴象徴象徴象徴するするするする歴史的建築物歴史的建築物歴史的建築物歴史的建築物（（（（京町家等京町家等京町家等京町家等））））のののの保全保全保全保全・・・・継承継承継承継承はははは，，，，文化芸術基本法文化芸術基本法文化芸術基本法文化芸術基本法にににに基基基基づくづくづくづく「「「「生活文化生活文化生活文化生活文化のののの振興振興振興振興」」」」

及及及及びびびび観光立国推進基本法観光立国推進基本法観光立国推進基本法観光立国推進基本法にににに基基基基づくづくづくづく「「「「国際競争力国際競争力国際競争力国際競争力のののの高高高高いいいい魅力魅力魅力魅力あるあるあるある観光地観光地観光地観光地のののの形成形成形成形成」」」」にににに寄与寄与寄与寄与！ ！ ！ ！ 

 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京町家等京町家等京町家等京町家等のののの歴史的建築物歴史的建築物歴史的建築物歴史的建築物のののの滅失滅失滅失滅失にににに歯止歯止歯止歯止めをかけめをかけめをかけめをかけ，，，，保全保全保全保全・・・・継承継承継承継承していくためのしていくためのしていくためのしていくための， ， ， ， 
税制上税制上税制上税制上のののの支援支援支援支援やややや建築基準法建築基準法建築基準法建築基準法のののの制度充実制度充実制度充実制度充実がががが必要必要必要必要！ ！ ！ ！ 

 既存制度  相続税評価の３０％控除    

 

    
 

○ 本市では，京都京都京都京都のののの貴重貴重貴重貴重なななな財産財産財産財産，，，，日本日本日本日本・・・・世界世界世界世界のののの宝宝宝宝であるであるであるである京町家京町家京町家京町家の保全・継承を推進するための施策に取り組んできたが，今もなお，

毎年約毎年約毎年約毎年約１１１１．．．．７７７７％（％（％（％（年間約年間約年間約年間約８００８００８００８００軒軒軒軒））））のののの割合割合割合割合でででで滅失滅失滅失滅失がががが進行進行進行進行。歴史的建築物の保全継承は，文化や地域の振興，また，観光振興の観

点から全国的全国的全国的全国的にににに重要重要重要重要なななな課題課題課題課題。 

○ 滅失の要因の一つに相続税納税のための資産売却が挙げられる。また，現在の建築基準法の制度の一部は，京町家の円滑な増改築等

を進めるうえで制約になっている。 

○ 本市では，京町家の所有者，使用者，市民，事業者，地域，行政が，危機感・使命感を共有し，相互連携して取り組むべく，

景観景観景観景観のののの形成又形成又形成又形成又はははは文化文化文化文化のののの継承継承継承継承にににに重要重要重要重要なななな京町家京町家京町家京町家のののの指定指定指定指定や京町家の取り壊しに関する事前届出の義務化を含む新たな条例条例条例条例をををを制定制定制定制定。。。。さらに

所有者の維持修繕等の経済的負担経済的負担経済的負担経済的負担にににに対対対対するするするする新新新新たなたなたなたな助成制度助成制度助成制度助成制度もももも創設創設創設創設。。。。    

(1)相続税の軽減措置，納税猶予 

要 望要 望要 望要 望    

相続税相続税相続税相続税のののの納税納税納税納税

猶予制度猶予制度猶予制度猶予制度のののの

創設創設創設創設をををを！！！！    歴史的風致 

形成建造物 

 景 観 重 要  
建  造  物  国登録 

文化財 

効 果効 果効 果効 果    

現状現状現状現状・・・・課題 課題 課題 課題 

景観の形成や生活文化の継承に重要な地域の文化を象徴する歴史的建築物（京町家等） 

相続税評価相続税評価相続税評価相続税評価３０３０３０３０％ ％ ％ ％ 
控除控除控除控除のののの対象対象対象対象にににに！！！！    

平成平成平成平成３０３０３０３０年年年年のののの文化財保護法文化財保護法文化財保護法文化財保護法
のののの改正改正改正改正でででで新新新新たにたにたにたに設設設設けられたけられたけられたけられた

国登録有形文化財国登録有形文化財国登録有形文化財国登録有形文化財のののの提案制提案制提案制提案制

度度度度においてにおいてにおいてにおいて，，，，今後今後今後今後，，，，文部科文部科文部科文部科
学省令学省令学省令学省令でででで定定定定めるめるめるめる「「「「提案提案提案提案にににに必必必必

要要要要なななな書類書類書類書類」」」」についてはについてはについてはについては，，，，そそそそ

のののの作成作成作成作成にににに係係係係るるるる事務負担事務負担事務負担事務負担をををを必必必必

要最小限要最小限要最小限要最小限にににに！！！！ 

  建築基準法の制度充実 

 地域の文化を象徴する歴史的建築物
（京町家等）の増改築等を円滑に進め，
保全及び継承を推進するために以下の
内容を求める。 

☆ ☆ ☆ ☆ 水廻水廻水廻水廻りなどのりなどのりなどのりなどの小規模小規模小規模小規模なななな増改築等増改築等増改築等増改築等のののの

際際際際にににに課題課題課題課題となるとなるとなるとなる遡及適用遡及適用遡及適用遡及適用のののの規制緩和 規制緩和 規制緩和 規制緩和 

☆ ☆ ☆ ☆ 開口部開口部開口部開口部やややや土壁等土壁等土壁等土壁等についてについてについてについて，，，，実験等実験等実験等実験等

によりによりによりにより防火性能防火性能防火性能防火性能がががが確認確認確認確認されたされたされたされた仕様仕様仕様仕様

についてのについてのについてのについての告示化 告示化 告示化 告示化 

☆ ☆ ☆ ☆ 伝統的構法伝統的構法伝統的構法伝統的構法にににに適適適適したしたしたした構造設計法構造設計法構造設計法構造設計法

のののの制度充実制度充実制度充実制度充実 
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③日本全体の地方創生の推進に，京都が積極的な役割を果たすために 

８ ８ ８ ８ 国立京都国際会館国立京都国際会館国立京都国際会館国立京都国際会館におけるにおけるにおけるにおける多目的多目的多目的多目的ホールのホールのホールのホールの， ， ， ， 

  ５  ５  ５  ５，，，，００００００００００００人規模人規模人規模人規模へのへのへのへの拡張整備拡張整備拡張整備拡張整備のののの早期実現 早期実現 早期実現 早期実現 

 
 開館５０周年を経た国立京都国際会館において，５，０００人規模の整備を目
指す多目的ホールが，まずは２，５００人規模で１０月にオープンいたしました。
これまでの国の大きな御理解・御英断に大変感謝申し上げます。 

さらに，今後の，一刻も早い５，０００人規模への拡張整備が，日本の文化   
振興・文化交流・世界への発信に，より一層大きな役割を果たすと期待される  
ことから，次のとおり求めます。 

 

提案・要望事項  

 国立京都国際会館における多目的ホールの，５，０００人規模への
拡張整備の早期実現 

（財務省，国土交通省）
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
 

 

 
国立京都国際会館 多目的ホールの概要 

○ 会議，イベント，展示等，幅広い利用が可能な
ホールとして，平成 30年 10 月にオープン。 

○ 面積 2,000 ㎡，最大 2,500 名収容 

○ ホールの顔となるロビーや控室の｢内装｣や｢調
度品｣に，京都の伝統産業や伝統工芸品等をいかし
た「京都らしい設え」を施し，開催地を印象づけ
る京都ならではの空間を演出。 

5 千名5 千名5 千名5 千名がががが収容収容収容収容できできできでき，，，，それにそれにそれにそれに見合見合見合見合うううう展示展示展示展示ができるができるができるができる多目的多目的多目的多目的ホールがホールがホールがホールが世界世界世界世界のスタンダードのスタンダードのスタンダードのスタンダード 

◆◆◆◆国内外国内外国内外国内外のののの主要主要主要主要なななな国際会議場国際会議場国際会議場国際会議場のののの状況状況状況状況    現 状 現 状 現 状 現 状 

国名国名国名国名 会議場名等会議場名等会議場名等会議場名等 メインメインメインメイン会議場会議場会議場会議場 
等収容人数等収容人数等収容人数等収容人数 

メインメインメインメイン展示場展示場展示場展示場 
等面積等面積等面積等面積 

日本 国立京都国際会館 1,840 名  3,000 ㎡ 

日本 福岡国際センター・マリンメッセ 6,000 名  9,100 ㎡  

日本 国立横浜会議場（パシフィコ横浜） 5,000 名  20,000 ㎡  

日本 東京国際フォーラム 5,000 名  5,000 ㎡  

韓国 コエックス会議・展示センター（ソウル） 7,000 名  10,000 ㎡  

中国 香港会議・展示センター 8,000 名  20,000 ㎡  

シンガポール シンガポール国際会議・展示場 12,000 名  12,000 ㎡  

オーストラリア メルボルン国際会議場 5,500 名  30,000 ㎡  

5,000 人規模の多目的ホールを整備することによる効果 

豊豊豊豊かなかなかなかな自然環境自然環境自然環境自然環境        宗教宗教宗教宗教やややや芸術文化芸術文化芸術文化芸術文化のののの集積集積集積集積        高品質高品質高品質高品質なななな伝統工芸伝統工芸伝統工芸伝統工芸        

国立の国際会議場としての責務と機能を十分に果たすため，地元が行う 「「「「京都京都京都京都らしいらしいらしいらしい設設設設ええええ」」」」というというというという
付加価値付加価値付加価値付加価値をををを有有有有するするするする国内唯一国内唯一国内唯一国内唯一のののの施設施設施設施設    を最大限にいかし，日本文化日本文化日本文化日本文化のののの神髄神髄神髄神髄ともいうべきともいうべきともいうべきともいうべき京都京都京都京都 

において，国際会議を更に多く開催することにより，日本文化を一層世界に発信することが可能に！  

 
国際貢献国際貢献国際貢献国際貢献のののの機会機会機会機会をををを増増増増やしやしやしやし，，，，国際社会国際社会国際社会国際社会におけるにおけるにおけるにおける 

日本日本日本日本のののの国力向上国力向上国力向上国力向上にににに大大大大きくきくきくきく寄与寄与寄与寄与することができるすることができるすることができるすることができる！！！！ 

課 題 課 題 課 題 課 題 ◆国立京都国際会館のスペース不足により，開催が見送られた国際会議の事例 

年度年度年度年度     国際会議名国際会議名国際会議名国際会議名     要請要請要請要請スペーススペーススペーススペース     開催地開催地開催地開催地     
２６ 世界心臓学会  5,000 人規模の会議スペース，10,000 ㎡の展示場 オーストラリア 

３２ インプラント国際シ
ンポジウム（仮）  4,000 人規模の会議スペース シンガポール 

３３ 国際腎臓学会  4,000 人規模の会議スペース，9,000 ㎡展示会場 オーストラリア 

2020 年東京2020 年東京2020 年東京2020 年東京オリンピック・パラリンピックオリンピック・パラリンピックオリンピック・パラリンピックオリンピック・パラリンピック開催開催開催開催にににに伴伴伴伴いいいい，，，，更更更更なるなるなるなる国際会議国際会議国際会議国際会議のののの受入受入受入受入れのれのれのれの増加増加増加増加がががが見込見込見込見込まれるまれるまれるまれる中中中中， ， ， ， 
2,500 人規模2,500 人規模2,500 人規模2,500 人規模ではスペースではスペースではスペースではスペース不足不足不足不足によりによりによりにより開催開催開催開催がががが見送見送見送見送られるられるられるられる国際会議国際会議国際会議国際会議がががが今後更今後更今後更今後更にににに増増増増えていくえていくえていくえていく見込見込見込見込み み み み 

 

〔日本・京都市における国際会議の開催件数〕 

年年年年    日本日本日本日本 京都市京都市京都市京都市 
27 2,847 件 218 件 
28 3,121 件 278 件 

＜日本政府観光局による統計結果に基づく＞ 

開催件数開催件数開催件数開催件数はいずれもはいずれもはいずれもはいずれも過去最高過去最高過去最高過去最高をををを更新 更新 更新 更新 

+27.5% +9.6% 
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 ③日本全体の地方創生の推進に，京都が積極的な役割を果たすために 

９ ９ ９ ９ 京都京都京都京都・・・・近畿近畿近畿近畿のののの活力活力活力活力あるまちづくりのためのあるまちづくりのためのあるまちづくりのためのあるまちづくりのための，，，，交通 交通 交通 交通 

  利便性  利便性  利便性  利便性のののの高高高高いいいい市街地市街地市街地市街地にににに所在所在所在所在するするするする国有地国有地国有地国有地のののの活用活用活用活用のののの検討 検討 検討 検討 
 

  
 

 

 施設の現在地への移転から半世紀以上が経過し，宅地化や交通利便性の向上など，
周辺環境が著しく変化する中で，京都のみならず，未来の近畿の発展にとって
大きな可能性を有する国有地について，我が国の地方創生を推進する観点から，
施設の移転をはじめとした有効活用の検討を具体的に進めていただけるよう，

次のとおり求めます。 

 

提案・要望事項 

 京都・近畿の発展に大きな可能性を有する， 
 京都刑務所（山科区，敷地10万7千㎡，地下鉄椥辻駅徒歩5分）， 
 京都拘置所（伏見区，敷地2万7千㎡，近鉄上鳥羽口駅・地下鉄くいな橋駅徒歩5分）， 
 京都運輸支局（伏見区，敷地2万㎡，近鉄上鳥羽口駅・地下鉄くいな橋駅徒歩5分） 

 など，交通利便性の高い市街地に所在する国有地の有効活用の検討 

（法務省，国土交通省）
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

国有地国有地国有地国有地のののの活用活用活用活用のののの検討検討検討検討 

 

 

 

 

 

 

将来将来将来将来のののの京都京都京都京都・・・・近畿近畿近畿近畿のののの発展発展発展発展，，，，我我我我がががが国国国国のののの地方創生地方創生地方創生地方創生をををを推進推進推進推進するためするためするためするため， ， ， ， 

これらのこれらのこれらのこれらの国有地国有地国有地国有地のののの施設移転施設移転施設移転施設移転をはじめとしたをはじめとしたをはじめとしたをはじめとした有効活用有効活用有効活用有効活用のののの検討検討検討検討をををを！ ！ ！ ！ 

要望要望要望要望    

 

① 施設の移転当時，周辺
地域は田畑であったが，
その後，宅地化が進み，
更に山科駅前地区第一種
市街地再開発事業の実施
等による都市環境の向上
もあり，現在は典型的な
近郊住宅地に変貌。 

② 地下鉄東西線（平成 9
年），京都高速道路（平成
23 年）の開通により，交
通利便性が格段に向上。 

 ※地下鉄椥辻駅徒歩５分 

 

 

山科山科山科山科ＩＣＩＣＩＣＩＣ    

JRJRJRJR 東海道本線東海道本線東海道本線東海道本線    

京都高速京都高速京都高速京都高速    

名神高速名神高速名神高速名神高速    

国道国道国道国道 1111 号線号線号線号線    

京都東京都東京都東京都東ＩＣＩＣＩＣＩＣ    

地下鉄椥辻駅地下鉄椥辻駅地下鉄椥辻駅地下鉄椥辻駅    

京都刑務所 京都刑務所 京都刑務所 京都刑務所 

 

    

京都駅京都駅京都駅京都駅    

    

    

近鉄京都線近鉄京都線近鉄京都線近鉄京都線    
京都高速京都高速京都高速京都高速    

京都拘置所京都拘置所京都拘置所京都拘置所    

    

上鳥羽上鳥羽上鳥羽上鳥羽ＩＣＩＣＩＣＩＣ    

国道 1 号線国道 1 号線国道 1 号線国道 1 号線    

京都刑務所京都刑務所京都刑務所京都刑務所（（（（現在地現在地現在地現在地へのへのへのへの設置設置設置設置から90から90から90から90年以上年以上年以上年以上がががが経過経過経過経過））））    

① 当該地を含めた周辺地
域を「らくなん進都」と
位置付け，世界を舞台に
活躍する企業をはじめ，
ものづくり企業等の立地
誘導を推進中。 

② 地下鉄烏丸線の延伸
（昭和 63 年），京都高速
道路の開通（平成 23 年）
により，交通利便性が格
段に向上。  

 ※近鉄上鳥羽口駅徒歩５
分，地下鉄くいな橋駅徒
歩５分 

ＪＲＪＲＪＲＪＲ山科駅山科駅山科駅山科駅    

京都拘置所及京都拘置所及京都拘置所及京都拘置所及びびびび京都運輸支局京都運輸支局京都運輸支局京都運輸支局     

地下鉄東西線地下鉄東西線地下鉄東西線地下鉄東西線    

施設周辺事業者の声 山科区民の声 

「あなたは，山科区に京都刑務所

があることについて，どう思いま

すか」という設問に対して，「移

転させるべきである」又は「誘致

するものによっては，現在の場所

から移転してもよい」との回答が

約６割あり，「現在のままでよい」

と答えた人（２割）を大きく上回

った。 

「京都拘置所及び京都運輸支局が

移転した場合，跡地について，産

業用地としてどう評価されます

か」という設問に対して，「魅力的

である」又は「どちらかというと

魅力的である」と回答した企業は

約４割であり，「魅力的でない」又

は「どちらかというと魅力的でな

い」と回答した企業（約２割）を大

きく上回った。 

＜「第２期山科区基本計画」等に関する区民アンケート＞ ＜京都拘置所敷地及び京都運輸支局敷地に係るアンケート調査＞ 

移転させるべきである

17%

誘致するもの

によっては，

現在の場所か

ら移転しても

よい

39%

どちらともい

えない

14%

現在のままでよい

21%

無回答

9%

魅力的である

18%

どちらかというと

魅力的である

23%
どちらともいえない

39%

どちらかという

と魅力的でない

8%

魅力的でない

11%
無回答

1%
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 ③日本全体の地方創生の推進に，京都が積極的な役割を果たすために 

１０ １０ １０ １０ 地方地方地方地方のののの持続的持続的持続的持続的なななな成長成長成長成長をををを促進促進促進促進しししし，，，，将来将来将来将来にわたってにわたってにわたってにわたって活力活力活力活力あるあるあるある

日本社会日本社会日本社会日本社会をををを維持維持維持維持するためのするためのするためのするための「「「「地方拠点強化税制地方拠点強化税制地方拠点強化税制地方拠点強化税制」」」」（（（（拡充型拡充型拡充型拡充型））））のののの

本市全域本市全域本市全域本市全域へのへのへのへの優遇対象拡大 優遇対象拡大 優遇対象拡大 優遇対象拡大 
 

 「地方拠点強化税制」については，国の御英断により，改正地域再生法において
「移転型」の対象地域が見直され，本市の既成都市区域も支援対象に追加されて
おります。しかしながら，「拡充型」については引き続き支援対象外となっています。 
本制度の対象区域は，約６０年前となる近畿圏整備法制定当時の国勢調査（昭和

３５年）を基に設定されており，現在の都市の実態は未反映であることから，地域の
活力の維持・向上のため，現在の実態を反映した区域設定の見直しを行い，本市
全域を優遇対象地域とすることを求めます。 

 

提案・要望事項  

地方の持続的な成長を促進し，将来にわたって活力ある日本社会を
維持するための「地方拠点強化税制」（拡充型）の本市全域への優遇
対象拡大 

（内閣官房，内閣府，経済産業省） 
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 京都市の市街地のほとんどが既成都市区域と

なっており，地方拠点強化税制地方拠点強化税制地方拠点強化税制地方拠点強化税制（（（（拡充型拡充型拡充型拡充型））））のののの

税優遇税優遇税優遇税優遇をををを受受受受けることができないけることができないけることができないけることができない 

（参考）政令指定都市の人口（参考）政令指定都市の人口

拡充型拡充型拡充型拡充型についてもについてもについてもについても京都市全域京都市全域京都市全域京都市全域がががが税優遇対象税優遇対象税優遇対象税優遇対象となるようとなるようとなるようとなるよう，，，，最新最新最新最新のののの人口動態等人口動態等人口動態等人口動態等をををを考慮考慮考慮考慮したしたしたした区域設定区域設定区域設定区域設定へのへのへのへの見直見直見直見直しがしがしがしが必要 必要 必要 必要 

（参考）政令指定都市の人口

 

① 「地方拠点強化税制」については，これまで税優遇の対象外であった三大都市圏の

既成都市区域が，新たに「移転型」の税優遇対象に。 

② 一方，「拡充型」については，引き続き本市の市街地のほぼ全域を含む三大都市圏

の既成都市区域が対象外となっている。 

③ 税優遇対象外の地域は，近畿圏整備法制定当時の国勢調査（昭和３５年）の人口集

中地区人口を基に設定されており，現在現在現在現在のののの都市都市都市都市のののの実態実態実態実態はははは未反映未反映未反映未反映 

④ 優遇対象外の区域内には，まとまった敷地を有する企業（㈱島津製作所，三菱自動

車工業㈱，ローム㈱等）が立地しており，研究所等の新築や建替の需要が期待される

が，地域再生法の施行以降に市外へ転出した事例が見受けられる。今後も，本市が税

優遇の対象外であるため，企業の減少傾向に歯止めがかからないおそれがある。 

 

京都市の現状

○各都市総人口(出展：国勢調査）

昭和３５年（１９６０年） 昭和６０年（１９８５年） 平成２７年（２０１５年）

順位 都市名 総人口（人） 順位 都市名 総人口（人） 順位 都市名 総人口（人）

1 大阪市 3,011,563 1 横浜市 2,992,926 1 横浜市 3,724,844

2 名古屋市 1,697,093 2 大阪市 2,636,249 2 大阪市 2,691,185

3 横浜市 1,375,710 3 名古屋市 2,116,381 3 名古屋市 2,295,638

4 京都市 1,295,012 4 札幌市 1,542,979 4 札幌市 1,952,356

5 神戸市 1,113,977 5 京都市 1,479,218 5 福岡市 1,538,681

6 北九州市 986,401 6 神戸市 1,410,834 6 神戸市 1,537,272

7 福岡市 682,365 7 福岡市 1,160,440 7 川崎市 1,475,213

8 川崎市 632,975 8 川崎市 1,088,624 8 京都市 1,475,183

9 札幌市 615,628 9 北九州市 1,056,402 9 さいたま市 1,263,979

10 広島市 590,972 10 広島市 1,044,118 10 広島市 1,194,034

 

現状現状現状現状・・・・課題課題課題課題    

（参考）政令指定都市の人口

要望 要望 要望 要望 

桂川 

ＪＲ京都駅 

京都市域外 

既成都市区域 

ＪＲ東海道本線 

京都市域外 

京都市の既成都市区域図 
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④安心安全なまちづくりと国土の調和ある発展のために 

１１ １１ １１ １１ 安心安全安心安全安心安全安心安全なまちづくりのためのなまちづくりのためのなまちづくりのためのなまちづくりのための社会資本整備 社会資本整備 社会資本整備 社会資本整備 
 

 多発・甚大化する自然災害によって道路や上下水道等が機能不全に陥らないよう，

防災・減災対策を推進する必要があり，また，道路の渋滞緩和や鉄道施設の機能維

持・向上，歴史的な町並み保全などに資する社会資本整備が必要不可欠であること

から，次のとおり求めます。 
 

提案・要望事項 

   社会資本整備総合交付金等の十分な財源確保・配分 

   低コスト手法の早期普及等による無電柱化の着実かつ迅速な推進 

   老朽化した水道・下水道施設の更新や耐震化等に対する財政支援の
拡充 

   鉄道施設の改修・更新事業に対する支援など地下鉄事業に対する
財政支援の拡充 

（総務省，文化庁，厚生労働省，国土交通省） 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

＜道路改築・のり面対策＞ 

 緊急輸送道路上の道路改築（バイパス

整備）や山間部における離合困難箇所の

改善等を進めている。 
 緊急輸送道路上の道路改築やのり面

対策は交付金重点配分の対象ではない

ため，事業の進捗が遅れている。 
 

 

 

 

    
    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜道路新設＞ 

 安心安全の確保やまちの持続的な成長

を支える，道路整備事業を進めている。 

 災害時の通行確保や渋滞の緩和を図る

鴨川東岸線では，計画的な工事の進捗が

図れず，事業の進捗に遅れが生じた。 
 

＜公園整備の推進＞ 

 観光の拠点や市民スポーツ活動の受け

皿となる公園，市民の憩いの場である街

区公園などの整備を実施している。 

 必要な事業量に対して交付金の配分が

不足しており，予算の平準化などの対応

をしているが，事業の進捗が遅れている。 

 
 

 

     社会資本整備総合交付金等 社会資本整備総合交付金等 社会資本整備総合交付金等 社会資本整備総合交付金等のののの十分十分十分十分なななな財源確保財源確保財源確保財源確保・・・・配分 配分 配分 配分 

円山公園再整備 

社会資本整備総合交付金及社会資本整備総合交付金及社会資本整備総合交付金及社会資本整備総合交付金及びびびび防災防災防災防災・・・・安全交付金安全交付金安全交付金安全交付金のののの内示状況内示状況内示状況内示状況 

事業区分 要望額 内示額 不足額 内示率 

道路道路道路道路（新設，改築，のり面対策， 
橋りょう健全化対策，舗装修繕， 
無電柱化，自転車走行環境整備など）    

4,540 2,793 1,747 61.5 

都市再生整備計画事業 都市再生整備計画事業 都市再生整備計画事業 都市再生整備計画事業 269 258 11 96.0 

公園 公園 公園 公園 487 316 171 64.9 

河川 河川 河川 河川 270 230 40 85.2 

区画整理事業 区画整理事業 区画整理事業 区画整理事業 549 389 160 70.9 

住宅住宅住宅住宅・・・・建築物 建築物 建築物 建築物 4,322 3,402 920 78.7 

古都保全古都保全古都保全古都保全・・・・風致美観 風致美観 風致美観 風致美観 279 238 41 85.3 

下水道 下水道 下水道 下水道 5,917 3,600 2,317 60.8 

合計 合計 合計 合計 16,633 11,226 5,407 67.5 

（平成 30 年度，単位：百万円，％） 

鴨川東岸線（第二工区）整備 横大路運動公園再整備 

しかししかししかししかし，，，，交付金交付金交付金交付金のののの内示額内示額内示額内示額はははは，，，，必要額必要額必要額必要額を を を を 

約約約約５４５４５４５４億円億円億円億円（（（（内示率内示率内示率内示率６７６７６７６７．．．．５５５５％）％）％）％）下回下回下回下回ってってってって

いるためいるためいるためいるため，，，，安心安全安心安全安心安全安心安全のののの確保確保確保確保などなどなどなど市民生活市民生活市民生活市民生活にににに

必要不可欠必要不可欠必要不可欠必要不可欠なななな事業事業事業事業をををを進進進進めることができない めることができない めることができない めることができない 

    本市では，安心安全で快適なまちづくりや未来の

京都への先行投資による成長戦略を推進する様々

な事業に，「社会資本整備総合交付金」，「防災・安

全交付金」等を活用 

鴨川 

改良が必要な山間部の道路 

琵琶湖疏水 

国国国国のののの財源財源財源財源（（（（社会資本整備総合交付金社会資本整備総合交付金社会資本整備総合交付金社会資本整備総合交付金，，，，防災防災防災防災・・・・安全交付金安全交付金安全交付金安全交付金，，，，文化庁補助金文化庁補助金文化庁補助金文化庁補助金（（（（歴史活歴史活歴史活歴史活きききき活活活活きききき！！！！史跡等総合活用整備事業史跡等総合活用整備事業史跡等総合活用整備事業史跡等総合活用整備事業））））））））のののの十分十分十分十分なななな確保確保確保確保とととと配分配分配分配分がががが不可欠不可欠不可欠不可欠！！！！ 

師団街道 

要 望要 望要 望要 望 
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効 果 効 果 効 果 効 果 

 

     低 低 低 低コストコストコストコスト手法手法手法手法のののの早期普及等早期普及等早期普及等早期普及等によるによるによるによる無電柱化無電柱化無電柱化無電柱化のののの着実着実着実着実かつかつかつかつ迅速迅速迅速迅速なななな推進推進推進推進 
現 状 

 本市では，幹線道路を中心に約 61ｋｍの整備を行ってきたが，平成平成平成平成

21年度以降21年度以降21年度以降21年度以降，重点的重点的重点的重点的にににに整備整備整備整備するするするする路線路線路線路線のののの計画延長約18計画延長約18計画延長約18計画延長約18kmにkmにkmにkmに対対対対してしてしてして，，，，進捗進捗進捗進捗

はははは約 6約 6約 6約 6km にとどまりkm にとどまりkm にとどまりkm にとどまり，，，，景観系路線景観系路線景観系路線景観系路線，，，，緊急輸送道路や沿道建築物の耐震

診断が義務化された道路といった幹線系路線幹線系路線幹線系路線幹線系路線ともともともとも，，，，低低低低コストコストコストコスト化化化化がががが十分十分十分十分

にはにはにはには進進進進んでいないことんでいないことんでいないことんでいないこと等等等等からからからから，，，，無電柱化無電柱化無電柱化無電柱化のののの事業進捗事業進捗事業進捗事業進捗がががが遅遅遅遅れているれているれているれている。 。 。 。 

    

京都市における無電柱化の進捗状況 
（平成 30 年 3 月末現在） 

管 理 者  
京 都 市  国土交通省（直轄国道） 計 

(km) 景観系 幹線系 小 計  景観系 幹線系 小 計  

管路延長 

（道路延長） 

10.3  

(9.2) 

51.0  

(33.3) 

61.3  

(42.5) 

-   

(-)  

42.8  

(21.4) 

42.8  

(21.4) 

104.1  

(63.9) 

 

 

先
斗
町
通
イ
メ
ー
ジ 

 

    

① 国 国 国 国におけるにおけるにおけるにおける十分十分十分十分なななな財源確保財源確保財源確保財源確保・・・・配分配分配分配分 

② 施工条件 施工条件 施工条件 施工条件がががが厳厳厳厳しいしいしいしい景観地区等景観地区等景観地区等景観地区等において事業促進事業促進事業促進事業促進を図るための

補助率引上補助率引上補助率引上補助率引上げげげげなど補助制度補助制度補助制度補助制度のののの拡充拡充拡充拡充 

③    道路事業と併せて，電線管理者が行う単独地中化を進める「「「「官官官官

民連携無電柱化支援事業民連携無電柱化支援事業民連携無電柱化支援事業民連携無電柱化支援事業」（」（」（」（平成 30 年度平成 30 年度平成 30 年度平成 30 年度からからからから実施実施実施実施））））のののの普及促進普及促進普及促進普及促進    

④ 低コスト手法を更に普及，促進させるための「「「「低低低低コストコストコストコスト手法導入手法導入手法導入手法導入のののの

手引手引手引手引きききき」」」」のののの早期充実 早期充実 早期充実 早期充実 

⑤ 直接埋設方式 直接埋設方式 直接埋設方式 直接埋設方式のののの実用化実用化実用化実用化に向けた技術基準技術基準技術基準技術基準やややや費用負担区分等費用負担区分等費用負担区分等費用負担区分等にににに

係係係係るるるる規定規定規定規定のののの策定策定策定策定 

⑥    直轄国道直轄国道直轄国道直轄国道におけるにおけるにおけるにおける無電柱化事業無電柱化事業無電柱化事業無電柱化事業のののの推進推進推進推進                                    が必要！ 

課 題 要 望 要 望 要 望 要 望 

小型ボックスの埋設状況（先斗町通） 本市の無電柱化の推進に向けた基本方針 

「今後の無電柱化の進め方（素案）」 

直接埋設社会実験（東一条通） 

通信ケーブルの品質に 

影響がないことを確認！ 

 平成30年 4月，国において「無電柱化推進計画」が策定され，平

成32年度までに全国で1,400kmの無電柱化を行うとの高い目標が掲

げられた。これを受け本市においても，現在，長期的な整備方針で

ある「今後の無電柱化の進め方」の策定を進めているところ。今後，

同方針に基づき，無電柱化を一層推進していく必要があるが， 

・ 交付金交付金交付金交付金のののの配分配分配分配分がががが不足不足不足不足しししし，，，，十分十分十分十分なななな事業進捗事業進捗事業進捗事業進捗がががが図図図図れていないれていないれていないれていない。 

・ 景観景観景観景観にににに配慮配慮配慮配慮すべきすべきすべきすべき地区地区地区地区ではではではでは，，，，道幅道幅道幅道幅がががが狭狭狭狭くくくく，，，，施工性施工性施工性施工性がががが劣劣劣劣るためるためるためるため，，，，

幹線道路に比べて無電柱化にかかる整備費整備費整備費整備費がががが高高高高いいいい。 

・ 低コスト手法の１つである小型小型小型小型ボックスがボックスがボックスがボックスが普及普及普及普及しておらずしておらずしておらずしておらず，，，，

特注品特注品特注品特注品でででで割高割高割高割高となっている。 

・ 整備費が最も安価となる直接埋設方式直接埋設方式直接埋設方式直接埋設方式はははは，，，，実用化実用化実用化実用化にににに至至至至っていないっていないっていないっていない。 

三
条
通
イ
メ
ー
ジ
（
河
原
町
通
～
三
条
大
橋
） 

① 選択と集中による 

  効果的な整備の実施 

② 多様な整備手法の 

  活用によるコスト縮減 

③ 市民･事業者との協働 

  による整備の推進 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

 

年間５千万人を超える観光客。１日当たり

のお客様数は約３８万７千人，市内鉄道輸送

の約５６％を担う交通の大動脈。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     老朽化 老朽化 老朽化 老朽化したしたしたした水道水道水道水道・・・・下水道施設下水道施設下水道施設下水道施設のののの更新更新更新更新やややや耐震化耐震化耐震化耐震化
等等等等にににに対対対対するするするする財政支援財政支援財政支援財政支援のののの拡充拡充拡充拡充    

32%

74%

18%

70%

0%

20%

40%
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H28 ５年後 10年後 15年後 20年後 25年後 30年後

水道管路（配水管）約4,200km

下水道管路 約4,200km

水道・下水道管路の老朽化の見通し
（今後更新を行わなかった場合の試算）

更新を行わない場合，20年後には

管路の大半が老朽化してしまう！

更新には莫大な事業費が

必要となる！

下水道管路では，20年間

で老朽化が一気に加速！

老朽化割合

（％）

老朽化した水道・下水道施設の計画的な改築更新が必要！ 
（改築更新改築更新改築更新改築更新にはにはにはには莫大莫大莫大莫大なななな事業費事業費事業費事業費がががが必要必要必要必要でありでありでありであり，，，，国国国国のののの財政支援財政支援財政支援財政支援がががが不可欠不可欠不可欠不可欠） 
→ しかし，財政審において，汚水事業に係る改築費用については， 

原則，使用料で賄うべきとの観点から，国庫補助国庫補助国庫補助国庫補助をををを引引引引きききき下下下下げるげるげるげる趣旨の
議論がなされている。 

まちづくりに不可欠な都市装置であり， まちづくりに不可欠な都市装置であり， まちづくりに不可欠な都市装置であり， まちづくりに不可欠な都市装置であり， 

将来にわたって維持していくことが必要！将来にわたって維持していくことが必要！将来にわたって維持していくことが必要！将来にわたって維持していくことが必要！    

① 鉄道施設の改修・更新事業に対する補助制度の拡充 

② 烏丸線への可動式ホーム柵の設置促進に対する支援 

③ 車両案内表示の多言語化（４箇国語化）を加速するため
に必要な補助金の確保と要件緩和 

④ 高金利建設企業債の借換え制度の創設（金利３％以上での
借換え実施） 

現状現状現状現状・・・・課題課題課題課題    

東西線の建設がバブル期と重なったこと等から建設費が高騰 

（要した建設費は全線で総額約８,５００億円） 

 

 

 
 
 
次期経営ビジョンの期間中（Ｈ３１～４０）には，車両や設備の更新  

時期到来等により７００億円超の所要経費を見込む（経営健全化期間中の
所要経費は４２０億円超）この他，烏丸線全駅に可動式ホーム柵を設置す
る場合，更に１００億円規模の事業費が必要 

→ 健全化団体脱却後は，一般会計からの経営健全化対策出資金の繰入

れもなく，今後，累積資金不足が３０９億円から増加し，引き続き，
厳しい経営状況！ 

① 下水道事業における現行の国庫補助制度の堅持・拡充 

② 水道施設の老朽化対策及び耐震性の向上に対する国の財政支
援制度における採択基準の拡充及び補助率の引上げ 

③ 非常用電源設備の設置をはじめとした旧簡易水道施設整備に
対する国庫補助制度の拡充等 

④ 高金利建設企業債の借換え制度の創設（金利３％以上での  
借換え実施） 

要望 要望 要望 要望 

実現すれば，利子負担が約 17 億円約 17 億円約 17 億円約 17 億円軽減！ 

要望要望要望要望 

地下鉄地下鉄地下鉄地下鉄のののの果果果果たすたすたすたす役割役割役割役割    

実現すれば，利子負担が約約約約 20202020 億円億円億円億円軽減！ 

     鉄道施設 鉄道施設 鉄道施設 鉄道施設のののの改修改修改修改修・・・・更新事業更新事業更新事業更新事業にににに対対対対するするするする支援支援支援支援などなどなどなど
地下鉄事業地下鉄事業地下鉄事業地下鉄事業にににに対対対対するするするする財政支援財政支援財政支援財政支援のののの拡充拡充拡充拡充 

財政状況（2９年度決算） 
・借入金残高   3,629 億円3,629 億円3,629 億円3,629 億円 
・累積資金不足額 309 億円309 億円309 億円309 億円 

 

大大大大きなきなきなきな財政負担 財政負担 財政負担 財政負担 

経営健全化団体脱却後経営健全化団体脱却後経営健全化団体脱却後経営健全化団体脱却後もももも厳厳厳厳しいしいしいしい経営状況経営状況経営状況経営状況    

○ 老朽化した水道・下水道施設の増大による大規模更新の時期が到来 
○ 地震や台風等の自然災害に強い水道・下水道の構築が急務 
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④安心安全なまちづくりと国土の調和ある発展のために 

１２ １２ １２ １２ 将来将来将来将来をををを見据見据見据見据えたえたえたえた広域的広域的広域的広域的なななな道路道路道路道路ネットワークのネットワークのネットワークのネットワークの構築 構築 構築 構築 
 

 渋滞の解消や災害時におけるリダンダンシーの確保等，将来の京都市の発展に

とって真に必要な広域的な道路ネットワークの構築のため，次のとおり求めます。 

 

提案・要望事項  

   調査結果を踏まえた堀川通の機能強化（バイパス整備等）， 
   京都南ジャンクション（仮称）などの整備促進 

   京都市と大津方面や亀岡方面を結ぶ道路ネットワークの実現に 
   向けた総合的な検討 

（国土交通省） 
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    京都市京都市京都市京都市とととと大津方面大津方面大津方面大津方面やややや亀岡方面亀岡方面亀岡方面亀岡方面をををを結結結結ぶぶぶぶ道路道路道路道路ネットワークについネットワークについネットワークについネットワークについ

てててて，，，，広域的広域的広域的広域的なななな観点観点観点観点からからからから，，，，様々様々様々様々なななな課題課題課題課題へのへのへのへの対応対応対応対応をををを含含含含めめめめ，，，，実現実現実現実現にににに向向向向けたけたけたけた

総合的総合的総合的総合的なななな検討検討検討検討がががが必要必要必要必要！！！！ 

要 望 要 望 要 望 要 望 

堀川通の交通渋滞状況 

・ 市境周辺市境周辺市境周辺市境周辺のののの渋滞渋滞渋滞渋滞のののの緩和緩和緩和緩和 

・ 円滑円滑円滑円滑なななな物流物流物流物流のののの確保確保確保確保 

・ 災害時災害時災害時災害時におけるリダンダンにおけるリダンダンにおけるリダンダンにおけるリダンダン 

シーのシーのシーのシーの確保確保確保確保 

・ 周辺都市周辺都市周辺都市周辺都市とのネットワークとのネットワークとのネットワークとのネットワーク 

強化強化強化強化 

調査結果調査結果調査結果調査結果をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた堀川通堀川通堀川通堀川通のののの機能強化機能強化機能強化機能強化（（（（バイバイバイバイ
パスパスパスパス整備等整備等整備等整備等），），），），京都南京都南京都南京都南ジャンクションジャンクションジャンクションジャンクション（（（（仮称仮称仮称仮称））））
などのなどのなどのなどの整備促進 整備促進 整備促進 整備促進 

効 果 効 果 効 果 効 果 

・ 中心部中心部中心部中心部をはじめをはじめをはじめをはじめ市内市内市内市内のののの 

交通渋滞交通渋滞交通渋滞交通渋滞のののの解消解消解消解消 

・ 大阪国際空港等大阪国際空港等大阪国際空港等大阪国際空港等へのへのへのへの 

アクセスのアクセスのアクセスのアクセスの向上向上向上向上などなどなどなど，，，， 

利便性利便性利便性利便性のののの向上 向上 向上 向上 

・ 災害時等災害時等災害時等災害時等のののの更更更更なるなるなるなる安心安心安心安心・・・・ 

安全安全安全安全のののの確保確保確保確保    

京都市京都市京都市京都市とととと大津方面大津方面大津方面大津方面やややや亀岡方面亀岡方面亀岡方面亀岡方面をををを結結結結ぶぶぶぶ道路道路道路道路ネットネットネットネット
ワークのワークのワークのワークの実現実現実現実現にににに向向向向けたけたけたけた総合的総合的総合的総合的なななな検討 検討 検討 検討 

効 果 効 果 効 果 効 果 

国道１号の被災状況（平成２５年台風１８号） 

 

 

 

 

現状現状現状現状・・・・課題 課題 課題 課題 

 

① 現在 現在 現在 現在，，，，国国国国でででで実施中実施中実施中実施中のののの調査調査調査調査のののの結果結果結果結果をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた，，，，堀川通堀川通堀川通堀川通のののの機能強化機能強化機能強化機能強化

（（（（バイパスバイパスバイパスバイパス整備等整備等整備等整備等））））    

② ② ② ② 京都高速道路京都高速道路京都高速道路京都高速道路とととと名神高速道路名神高速道路名神高速道路名神高速道路をををを接続接続接続接続するするするする京都南京都南京都南京都南ジャンクショジャンクショジャンクショジャンクショ

ンンンン（（（（仮称仮称仮称仮称））））のののの早期整備早期整備早期整備早期整備やややや事業中事業中事業中事業中のののの国道 9 号京都西立体交差事業国道 9 号京都西立体交差事業国道 9 号京都西立体交差事業国道 9 号京都西立体交差事業

のののの着実着実着実着実なななな推進推進推進推進    

要 望 要 望 要 望 要 望 

 国・府・市及び有識者で構成し，京都市の発展にとって真に

必要な道路ネットワークの在り方を検討する「将来道路ネット

ワーク研究会」において，平成３０年１月に「堀川通堀川通堀川通堀川通のののの整備整備整備整備がががが

喫緊喫緊喫緊喫緊のののの課題課題課題課題であるであるであるである」との意見がまとめられた。 

また，既存の高速道路網については，京都高速道路京都高速道路京都高速道路京都高速道路とととと名神名神名神名神

高速道路高速道路高速道路高速道路がががが直接接続直接接続直接接続直接接続されておらずされておらずされておらずされておらず，大阪国際空港等へのアク

セスにも課題があるなど，道路道路道路道路ネットワークとしてのネットワークとしてのネットワークとしてのネットワークとしての機能機能機能機能をををを

十分十分十分十分にににに発揮発揮発揮発揮していないしていないしていないしていない。 

京都市京都市京都市京都市とととと大津方面大津方面大津方面大津方面やややや亀岡方面亀岡方面亀岡方面亀岡方面をををを結結結結ぶルートについてはぶルートについてはぶルートについてはぶルートについては，国道１

号及び９号等の市境周辺において，交通渋滞や大雨時・災害時

に通行止めが発生しており，平成３０年１月に「将来道路ネッ

トワーク研究会」において，「広域的な観点から，交通集中の

緩和や災害時におけるリダンダンシー確保のため，災害災害災害災害にににに強強強強いいいい

道路整備道路整備道路整備道路整備のののの必要性必要性必要性必要性がががが高高高高いいいい」との意見がとりまとめられた。 

周辺地域周辺地域周辺地域周辺地域におけるまちづくりやにおけるまちづくりやにおけるまちづくりやにおけるまちづくりや広域広域広域広域ネットワークとのネットワークとのネットワークとのネットワークとの連携強化連携強化連携強化連携強化，，，，道道道道

路整備路整備路整備路整備のののの優先順位優先順位優先順位優先順位やややや費用負担費用負担費用負担費用負担のののの在在在在りりりり方方方方などなどなどなど様々様々様々様々なななな検討検討検討検討すべきすべきすべきすべき課題課題課題課題

がががが存在存在存在存在している。 

現状現状現状現状・・・・課題 課題 課題 課題 
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④安心安全なまちづくりと国土の調和ある発展のために 

１３ １３ １３ １３ 北陸新幹線(敦賀以西北陸新幹線(敦賀以西北陸新幹線(敦賀以西北陸新幹線(敦賀以西ルート)のルート)のルート)のルート)の大阪大阪大阪大阪までのまでのまでのまでの一日一日一日一日もももも早早早早い い い い 

整備整備整備整備とととと，，，，関西国際空港関西国際空港関西国際空港関西国際空港へのへのへのへの延伸延伸延伸延伸のののの実現 実現 実現 実現 
  

日本の精神文化の拠点である京都を経由する北陸新幹線（敦賀以西ルート）の
整備は，東京一極集中の是正や人口減少社会の克服の観点からも極めて重要である
ことから，次のとおり求めます。 

 

提案・要望事項  

 北陸新幹線（敦賀以西ルート）の大阪までの一日も早い整備と， 
 関西国際空港への延伸の実現 

（国土交通省） 
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

    

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

 

 

 
 ①金 沢 ⇔ 敦賀間  平成３４年度末完成 

 

 

  

 

②敦 賀 ⇔ 大阪間  平成４３年着工 

平成５８年完成 

※ 現在の国土交通省の想定スケジュール 

関西国際空港への延伸 

北陸新幹線の大阪までの一日も早い整備 北陸新幹線の整備スケジュール 

○ 国土の調和ある発展を目指し，近畿・西日本の経済

の地盤沈下を招かないためにも，国土交通省が調査

で想定している平成43年の着工時期にとらわれず，

早期整備のための財源を確保することが必要。 

○ 北陸新幹線（敦賀以西ルート）の整備については，

沿線自治体に過度の負担が生じないよう，コスト削減

や地方負担分に対する十分な財源措置が必要。 

○ 京阪神における交通ネットワークを形成し，幹線

交通として重要な役割を果たしている在来線が，

北陸新幹線（敦賀以西ルート）の整備に伴いＪＲ

西日本から経営分離されないための措置が必要。 

 

○ 基本計画線である四国新幹線（大阪・大分間）の

整備等も視野に入れ，新幹線を新大阪から関西国

際空港まで延伸すれば，国内唯一の完全 24時間運

用の国際空港と首都圏，北陸，京都がつながるこ

とで，我が国の産業，学問，文化，観光の振興に寄

与し，「文化芸術立国・日本」，「観光立国・日本」

の実現に向けて大きな推進力となる。 

＜京都市域の進捗状況＞ 

平成２９年度から３０年度にかけて，建設主体で

ある｢独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機

構｣が，駅・ルート公表に向けた詳細調査（地質調査等）

を実施。 

○８年間の空白期間 

○北陸圏との人的，経済的交流が，近畿圏から
首都圏へシフトし，東京一極集中が加速 

課題 
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④安心安全なまちづくりと国土の調和ある発展のために

１４ リニア１４ リニア１４ リニア１４ リニア中央新幹線中央新幹線中央新幹線中央新幹線のののの東京東京東京東京・・・・大阪間大阪間大阪間大阪間のののの早期開業早期開業早期開業早期開業， ， ， ， 

関西国際空港関西国際空港関西国際空港関西国際空港へのへのへのへの延伸及延伸及延伸及延伸及びびびび「「「「京都駅京都駅京都駅京都駅ルートルートルートルート」」」」のののの実現 実現 実現 実現 
  

 我が国にとって最適なルートを比較検討していただくとともに，国家政策として

整備を推進し，その効果が最大限に発揮されるよう，次のとおり求めます。 

 

提案・要望事項  

   リニア中央新幹線の東京・大阪間の早期開業 

   関西国際空港へのリニア延伸によるアクセス改善及び 
   「京都駅ルート」の実現（首都圏～京都～関西国際空港を７５分でつなぐ） 

（国土交通省）
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

    

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

 

 

 

○ 国土の調和ある発展を目指し，近畿・西日本の経済の

地盤沈下を招かず，また，リニア中央新幹線の整備効果

を最大限発揮するためには，早期開業に向けた取組を推進

することが必要。 

 

 

○ 関西国際空港への延伸により，国内唯一の完全24時間運

用の国際空港と首都圏，京都がつながることで，我が国

の産業，学問，文化，観光の振興に寄与し，「文化芸術立

国・日本」，「観光立国・日本」の実現に向けて大きな推

進力となる。 

 

 

 

○ 21世紀の日本の発展にとって，ものづくり，学術，文化，  

宗教，観光振興などの要素がきわめて重要。 

○ 京都は，現役の御所，全国的企業，宗教の本山，家元の  

所在地であり，また，文化庁の移転が正式決定している。 

政治経済の中心である東京と共に，これからも京都が 

日本の文化首都としての使命を果たすことは日本の未来

のために重要。 

 「京都駅ルート」の実現 
 （首都圏～京都～関西国際空港を 75分でつなぐ） 

    

○ 現行ルートは，昭和 48 年に超電導リニアの技術の導入を  

前提としない，東海道新幹線の老朽化や事故に備えた 

「第二東海道新幹線」として主要な経過地を決定。 

○ 全国新幹線鉄道整備法では，需要の動向や経済効果の 

調査結果に基づいてルートを決定すると明記されており，

改めて，リニアを前提とした，ルートの検証が必要。 
 
全国幹線旅客純流動調査（2010）を基に推計  京都駅ルート  現行ルート  
首都圏からの乗客数予測  1,200 万人/年1,200 万人/年1,200 万人/年1,200 万人/年    300 万人/年 300 万人/年 300 万人/年 300 万人/年  
首都圏からの利用者による経済波及効果    810 億円/年  810 億円/年  810 億円/年  810 億円/年    420 億円/年 420 億円/年 420 億円/年 420 億円/年  

 

京都駅京都駅京都駅京都駅ルートのルートのルートのルートの適格性適格性適格性適格性    

京都駅は，既存の鉄道ネットワーク(東海道本線，山陰本線，

湖西線，近鉄，市営地下鉄等)と結節しており，広いエリアに

整備効果(時間短縮)が波及し，日本全体の発展に貢献。 

 関西国際空港への延伸 

 東京・大阪間の早期開業 
リニアリニアリニアリニア中央新幹線中央新幹線中央新幹線中央新幹線のののの現行現行現行現行ルートルートルートルート    
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１５ １５ １５ １５ 地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの確保確保確保確保やややや臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債のののの廃止廃止廃止廃止などなどなどなど， ， ， ， 

   大都市財政   大都市財政   大都市財政   大都市財政のののの実態実態実態実態をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた財源財源財源財源のののの確保等確保等確保等確保等 
 
 

 近年における社会経済情勢の変化に伴い，社会保障制度の充実，防災体制の強化，
都市機能の充実など，財政需要が増加の一途をたどっていますが，これらの財政
需要に対して十分な財政措置がされておりません。指定都市が成長戦略拠点として
日本の発展を一層けん引していくため，次のとおり求めます。 

 
 

 
 

提案・要望事項 

   地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止 

   ふるさと納税制度の更なる見直し 

（総務省） 

  

⑤大都市財政の実態を踏まえた財源の確保等 

35



 

City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

 大都市特有の財政需要に加え，観光立国・文化芸術立国に

貢献する独自の取組を展開しており，他都市他都市他都市他都市にはないにはないにはないにはない財政需要財政需要財政需要財政需要がががが

発生発生発生発生している。一方，社寺，大学，山林が多いなど，京都京都京都京都のののの

まちのまちのまちのまちの特性特性特性特性によりによりによりにより税基盤税基盤税基盤税基盤がががが非常非常非常非常にににに脆弱脆弱脆弱脆弱なうえ，交付税交付税交付税交付税のののの削減削減削減削減にににに

よりよりよりより厳厳厳厳しいしいしいしい財政状況財政状況財政状況財政状況にある。 

 職員数の削減など行財政改革を徹底しているが，財源不足が

発生し，禁じ手である減債基金の取崩しで対応している。 

 ※ ※ ※ ※ 減債基金減債基金減債基金減債基金（（（（ルールルールルールルール積立分積立分積立分積立分））））からのからのからのからの取崩取崩取崩取崩しはしはしはしは累計累計累計累計１１７１１７１１７１１７億円億円億円億円    

 （29 （29 （29 （29 年度末年度末年度末年度末） ） ） ） 

 ※  ※  ※  ※ 財政調整基金残高財政調整基金残高財政調整基金残高財政調整基金残高は１３は１３は１３は１３億円億円億円億円（（（（他政令市平均他政令市平均他政令市平均他政令市平均２０６２０６２０６２０６億円億円億円億円））））    

 （29 （29 （29 （29 年度末年度末年度末年度末） ） ） ） 

 道路，河川，学校などの修繕をはじめ，安心安全安心安全安心安全安心安全のののの推進推進推進推進にににに必要必要必要必要なななな

需要額需要額需要額需要額もしっかりもしっかりもしっかりもしっかり確保確保確保確保すべきすべきすべきすべき 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

① ① ① ① 地方地方地方地方のののの財政需要財政需要財政需要財政需要やややや地方税等地方税等地方税等地方税等のののの収入収入収入収入をををを的確的確的確的確にににに見込見込見込見込むことでむことでむことでむことで，，，，地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの必要額必要額必要額必要額をををを確保確保確保確保すること すること すること すること 

② ② ② ② 必要額必要額必要額必要額のののの確保確保確保確保にににに当当当当たってはたってはたってはたっては，，，，法定率法定率法定率法定率のののの更更更更なるなるなるなる引上引上引上引上げによってげによってげによってげによって対応対応対応対応しししし，，，，臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債はははは速速速速やかにやかにやかにやかに廃止廃止廃止廃止することすることすることすること    

 地方交付税 地方交付税 地方交付税 地方交付税のののの必要額必要額必要額必要額のののの確保確保確保確保とととと臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債のののの廃止廃止廃止廃止 

 安定安定安定安定したしたしたした財政運営財政運営財政運営財政運営をををを確保確保確保確保するためにするためにするためにするために，法人市民税同様，景気の

変動を受けやすいこれらの税目についても，，，，精算制度及精算制度及精算制度及精算制度及びびびび減収補減収補減収補減収補てんてんてんてん

制度制度制度制度のののの対象税目対象税目対象税目対象税目とすべきとすべきとすべきとすべき 

京都市京都市京都市京都市のののの財政事情 財政事情 財政事情 財政事情 

配当割配当割配当割配当割やややや株式譲渡所得割株式譲渡所得割株式譲渡所得割株式譲渡所得割，，，，地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金はははは，，，，景気景気景気景気のののの

動向等動向等動向等動向等によりによりによりにより，，，，年度途中年度途中年度途中年度途中にににに大大大大きくきくきくきく変動 変動 変動 変動 

社会福祉社会福祉社会福祉社会福祉とととと臨財債償還費臨財債償還費臨財債償還費臨財債償還費をををを除除除除くくくく財政需要額財政需要額財政需要額財政需要額がががが大大大大きくきくきくきく減少 減少 減少 減少 

1,307 

905 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

15年度 29年度

億円

京都市における地方交付税・臨時財政対策債の実績 

地方交付税等のピークで

ある 15 年度と比べると市

税＋府税交付金の伸びが

323 億円程度の増に止まる

一方で，地方交付税等の減

は，それを大きく上回る

402 億円（△31％）の減 

※29 年度は府費負担教職員給与費の移管を除いている 

（単位：億円）

15年度 30年度 増減額

基準財政需要額 3,139 2,931 △208

802 1,241 ＋439

350 461 ＋111

（上記のうち臨時財政対策債の償還） (3) (206) (＋203)

1,987 1,229 △7581,987 1,229 △7581,987 1,229 △7581,987 1,229 △758

項　　目

※ 基準財政需要額＝府費負担教職員給与費の移管の影響を除く

※ 社会福祉に係る財政需要＝生活保護費＋社会福祉費＋保健衛生費＋高齢者保健福祉費

上記以外上記以外上記以外上記以外のサービスにのサービスにのサービスにのサービスに要要要要するするするする経費経費経費経費

うち，公債費

うち，社会福祉に係る財政需要
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City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto City of Kyoto 

○ 返礼品競争と寄付金控除の拡充により，ふるさと納税が急拡大 

⇒ 30 年度の寄付金控除額約 30.2 億円 

 ・29 年度の約 16.5 億円から 13.7 億円の増加！ 

 ・教職員給与費の移管に伴う税源移譲の影響額(7.3 億
円)を除いても，29 年度から 6.1 億円の増加！        

    
    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 返礼品競争にくみしないスタンスで，全国の皆様から共感・

応援していただけるよう，寄付を募る事業に関する歴史など，

情報発信を充実 

 

◇秀吉が造った三条大橋・「駅伝発祥の地」三条大橋を後世に

引き継ぎたい！  

 

 

 

 

 

◇駅伝の聖地 西京極総合運動公園を未来に引き継ぎたい！ 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

・ふるさと納税は本来，ふるさとに対して自らの負担を伴って寄

付し，その地域に奉仕するものであるが，返礼品により利益を

得るために寄付を行うという姿は，制度本来の趣旨とかけ離れ

たものとなっている。 

・住所地において享受する行政サービスの原資となるべき住民税が

大きく減少し，財政運営に多大な影響を及ぼしている。 

ふるさとふるさとふるさとふるさと納税制度納税制度納税制度納税制度のののの更更更更なるなるなるなる見直見直見直見直しししし 

 総務大臣が表明された高額な返礼品で寄付を集
める自治体を制度から除外する法改正に加え，
制度本来の趣旨に基づいた運用となる取組を一
層進めるべき。 

ふるさとふるさとふるさとふるさと納税制度納税制度納税制度納税制度のののの問題点 問題点 問題点 問題点 

要望要望要望要望 

現状現状現状現状・・・・課題課題課題課題    

       
（単位：億円） 

 

  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度  

寄付受入額 1.2 1.1 1.8 1.3  

税控除額 0.5 1.6 10.0 16.5  

差引 0.7 △ 0.5 △ 8.2 △ 15.2  

 

本市の状況 

30 年度

30.2 億円 

京都市京都市京都市京都市のののの取組取組取組取組    

・全国女子駅伝や全国高校駅伝の 

 舞台！ 

・オリンピック女子マラソンの 

 メダリストもここから巣立った！ 

・池田屋騒動の時のも

のといわれる刀傷！ 

・日本初の駅伝のスタ

ート地点！ 
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